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裁判外紛争解決機関等への提出書類作成を法律上

明記することについても現状の業務内容や依頼者

の利便性、期待感を考慮すれば実現の方向性で検

討すべきであると思われる。

懲戒制度の改善について思うこと

我々の身分保障にかかわる懲戒制度についても

適正な手続き保障を確立するため、その改正を求

めるものである。これまでも自主懲戒権の獲得に

ついては折に触れ議論が行われ、半ば悲願のよう

な課題となっている。今回の要綱案でも中身とし

ては一定の自主懲戒権を獲得することを中心に、

現状の注意勧告制度を廃止すること、懲戒手続き

の除籍期間の設置をすることなどがテーマとなっ

ている。

現行の懲戒制度が我々にとって適正なものであ

るかどうかについては、これまでの議論の中で尽

くされてはいるが、我々自身に自律的で適切な懲

戒手続きを執行できる能力があるのかどうかにつ

いては、まだまだ議論が不足しているように思え

る。綱紀に関する事実認定の調査能力、懲戒処分

の量定についての判定能力、懲戒処分についての

執行能力など検討を要すべき問題は多いはずであ

る。またこれらの課題は組織で対応する関係上、

執行体制の問題にも及ぶものであり、各単位会の

事情によってはその問題性の深さはずいぶん異な

るものになると思われる。

いずれにしても自主的な懲戒権の執行について

は通常の事業執行とは異なる課題があり、単に自

主懲戒権を獲得することだけに心血を注ぐことで

あってはならない。この自主懲戒権の獲得が国民

から支持されるには、身分保障と自浄能力の期待

とのバランスを我々が適切にとれるかどうかにか

かっており、この点についても今後はさらに議論

を深めたいところである。

最後に

法改正にあたり最重要点事項として「使命規定

に関する事項」が挙げられている。

使命規定は、これを設けることにより、個々の

司法書士に対し、司法書士業務は国民のためにあ

ることの自覚を促し、自己規律や自己抑制の意識

づけに加え自浄作用や国民へのＰＲ効果を期待す

るものであろう。それはそれで十分に意味のある

ことではあるが、より大切なことはこの使命を法

律に掲げる以上、それにふさわしい司法書士であ

り続ける努力ができるかどうかである。看板倒れ

ではかえって国民からは信頼を失うだけである。

したがって、我々がこの使命規定を鳴り物入りで

謳うのであれば、それだけの覚悟と信念をもって

法改正にあたらなければならないのではないだろ

うか。

これらの法改正に係るおおよその者が感じてい

ると思うが、改正の実現はまだまだ程遠く困難を

極めるものと言わざるをえない。しかし、連合会

の関係者も誰一人として諦めてはおらず、前向き

に議論を重ね少しずつではあるが着実に前進はし

ているように思える。我々は、この努力がいつか

は実を結ぶことを信じて歩みを止めないことを先

ずもって覚悟したいものである。

司法書士法改正に向けたこれまでの経緯

平成17年に施行された先の司法書士法改正は、

司法制度改革審議会が提言した「人的基盤の拡充」

のうち隣接法律専門職種を活用するとの意見を受

けて実現したものであるが、今我々が求めている

法改正も平成14年の衆参両議院法務委員会におい

て決議された司法書士への家事代理権に関する事

件の代理権付与を検討するなどを内容とする付帯

決議の流れのなかでその実現を目指しているもの

である。そして我々司法書士の現状を鑑み司法書

士法の根本的な改正を求めて、平成23年２月の第

73回日本司法書士会連合会（以下「連合会」という）

臨時総会において「司法書士法改正大綱」が承認

されたことは記憶に新しい。これらの経緯を踏ま

え、連合会は司法書士法改正対策部（以下「対策部」

という）において、法務省をはじめとする関係機

関と意見交換を行うとともに、学識者らによる司

法書士制度学術審議会を設置し、改正の総論につ

いて司法書士の存在意義や課題についての貴重な

意見を含んだ提言書の提出を受けている。

対策部は、今次の法改正の目的を「司法書士を

『国民の身近なくらしの法律家』としての地位を確

立すること」とするとともに早期の実現をめざし、

大綱に掲げた改正事項のうち「業務上及び組織上

における最重要点事項とそれに伴う法整備事項」

と「法制度上の整備の必要性から改正の必要が強

く求められる事項」とに絞り込み、これらを今後

の司法書士法改正要綱案の最優先事項と位置付け、

要綱案の策定に向けた活動方針を明確にしている

ところである。両事項とも我々司法書士にとって

重要なことであるが、紙面の都合上前者について

の私見を述べる。

業務上及び組織上における最重要点事項とそれに

伴う法整備事項とは

対策部は、要綱案の最優先事項として先に述べ

た「業務上及び組織上における最重要点事項とそ

れに伴う法整備事項」として具体的に三つの事項

を掲げている。すなわち「司法書士業務の拡充」、「懲

戒制度の改善」、「使命規定に関する事項」である。

「司法書士業務の拡充」のうち目玉となるのは「家

事に関する事件につき代理すること」を新設する

ことである。これは前述の平成14年衆参両議院法

務委員会の付帯決議に基づくものであるが、少年

事件を除きすべての家裁管轄事件に関する代理権

の獲得を目指すとするものである。この事項につ

いては様々な意見もあり、また関係機関との調整

が不可欠であることは明らかであるので、今後の

対応については最も困難を伴うものとなるであろ

う。

「司法書士業務の拡充」のうち「法律関係書類を

作成すること」については、これまでも我々司法

書士は、予防司法の担い手として登記申請業務を

前提とした書類を作成している実績があることか

ら特に問題のないものと思われるが、現行でも当

然に作成できるとする意見もあり、仮に条文化す

るとしても明文化の意味に過ぎないものと考えら

れる。

相談業務の規定を「業務範囲内の事案について

相談に応ずること」とする件についても上記の法

律関係書類作成と同様の意味合いとなるであろう。

その他、現行の簡易裁判所の代理権につき「簡易

裁判所が権限を有するすべての民事事件につき代

理をすること」と改めること、現行の「登記また

は供託に関する手続きについて代理すること」を

司法書士の登記実務に適合した文言に改めること、

「司法書士法改正に
　　ついて考えること」

京都司法書士会　会長 森　中　勇　雄
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１　民法（債権関係）改正の動向

平成21年から始まった法制審議会民法（債権関

係）部会では、２度のパブリック・コメントの実

施を経て、平成25年７月から、いわゆる第３読会

が開始されているところであり、民法（債権関係）

改正の議論も、いよいよ大詰めといった状況を迎

えています。

具体的には、第３読会において、平成26年７月

末までに「要綱仮案」を取りまとめ、それを、平

成27年２月頃を目安に「要綱案」として取りまと

めるというスケジュールが示されています。この

スケジュールから考えますと、民法（債権関係）

改正案は、通常であれば、平成27年の通常国会へ

提出となるでしょう。

さて、肝心の改正される内容ですが、平成25年

２月に、法制審議会民法（債権関係）部会が決定

した「民法（債権関係）の改正に関する中間試案（以

下「中間試案」という）」では、次の46の論点が取

り上げられています。

●　論点

法律行為総則、意思能力、意思表示、代理、無

効及び取消し、条件及び期限、消滅時効、債権の

目的、履行請求権等、債務不履行による損害賠償、

契約の解除、危険負担、受領（受取）遅滞、債権

者代位権、詐害行為取消権、多数当事者の債権及

び債務（保証債務を除く。）、保証債務、債権譲渡、

有価証券、債務引受、契約上の地位の移転、弁済、

相殺、更改、免除、契約に関する基本原則等、契

約交渉段階、契約の成立、契約の解釈、約款、第

三者のためにする契約、事情変更の法理、不安の

抗弁権、継続的契約、売買、贈与、消費貸借、賃

貸借、使用貸借、請負、委任、雇用、寄託、組合、

終身定期金、和解

同部会が、平成23年４月に決定した「民法（債

権関係）の改正に関する中間的な論点整理」では、

63の論点が取り上げられていたことと比較すると、

相当、論点が絞られてきているといえます。

今まで議論された論点によっては、さまざまな

立場の意見が鋭く対立し、議論をいくら重ねても、

コンセンサスを得る見込みがないと判断されたも

のがあり、そういった論点等が中間試案では落と

されています。したがって、中間試案は、より現

実的な改正提言となっているということもできる

でしょう。

さらに、現在、議論されている第３読会におい

ては、その中間試案で示された論点をさらに絞り

込んだ部会資料が示されています。具体的には、

各論点につき、部会資料Ａと部会資料Ｂとが示さ

れ、ほぼ改正の内容が固まったと評価しうる論点

は部会資料Ａにまとめられ、文末が「～ものとす

る。」という断定的な表現で示されており、より深

い議論を要すると評価しうる論点（論点として残

すべきか否かという視点からも検討が必要な論点

を含む）は部会資料Ｂにまとめられ、文末が「～、

どのように考えるか。」という議論を促す表現で示

されているところです。

こういったメリハリのある部会資料を基に議論

され、取りまとめられる要綱仮案は、中間試案を

一層スリムにした内容になるのではないかと思わ

れます。

２　具体例

（１）消滅時効

例えば、消滅時効の原則的な時効期間と起算点

民法（債権関係）改正の動向と
司法書士の取組み

日司連民事法改正対策部
部委員 赤　松　　　茂

特　　　集

間断なく流れる時の中で、私たちは社会生活を営んでいる。その営みは時と共に

変遷する。かつて作成した規範が時代に合わなくなり新しいものに変える必要が生

ずる場合もある。私たち法律家の視点から見ると民法の改正や司法書士改正などが

挙げられるであろう。また価値観の変化が従来の規範に疑問を呈し、その結果社会

の規範が変わることも度々である。例えば成年被後見人の選挙権に関する判決や婚

外子の相続分に関する判決が挙げられるであろう。

このように私たち司法書士を取り巻く環境はゆっくりと、しかし確実に変化が起

きている。本稿では押し寄せる変革の波をクローズアップしてみたい。

特集　～変わる～
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効力を生じない。

（ア）主たる債務者が法人その他の団体である場

合のその代表者

［（イ）主たる債務者が法人その他の団体である

場合のその業務を執行する権利を有する者］

（ウ）主たる債務者が法人である場合のその無限

責任社員

［（エ）主たる債務者に対し、業務を執行する権

利を有する者と同等以上の支配力を有するもの

と認められる者］

（オ）主たる債務者が法人である場合のその総社

員又は総株主の議決権の過半数を有する者

イ　主たる債務者が事業のために負担した貸金

等債務を主たる債務とする保証契約の保証人の

主たる債務者に対する求償権についての保証契

約（保証人が法人であるものを除く。）は、保

証人が前記ア各号に掲げる者である場合を除き，

その効力を生じない。

ウ　保証人（法人を除く。）が自発的に保証する

意思を有することを確認する手段を講じた上で、

自発的に保証する意思を有することが確認され

た者による保証契約は，上記ア又はイにかかわ

らず，有効とするものとする。【Ｐ】」

引き続き検討となっていた論点も、［いわゆる経

営者］と表現していたものがアの（ア）乃至（オ）

で詳細に規定されるなどのように、その内容がブ

ラッシュアップされた上で、一定の方向性が示さ

れています。（ちなみに、この論点は、一定の場合

に、原則として個人を保証人とする保証契約を無

効とするものです。）

このように第３読会の部会資料を通読すること

によって、改正の方向性が具体的にみえてくると

いえるでしょう。

３　司法書士の取組み

既にお伝えしたとおり、民法（債権関係）の改

正に関しては、２度のパブリック・コメントが実

施されています。１回目は平成23年５月から２か

月間実施され、116の団体（うち「司法書士」と名

の付く団体は６）、253名の個人から意見が寄せら

れました。２回目は平成25年２月から２か月間実

施され、193の団体（うち「司法書士」と名の付く

団体は７）、469名の個人から意見が寄せられまし

た。

日司連では、これらパブリック・コメントに意

見を提出するだけでなく、個別に複数の意見書を

提出しています。今までに提出した意見書として

は、①消費者の視点からみた論点の提示、②司法

書士からみた民法（債権関係）改正に関する意見書、

③「民法（債権関係）の改正に関する中間的な論

点整理」に対する意見、④実務の視点からの債権

譲渡における第三者対抗要件に関する留意点の提

示、⑤実務の視点からの債権者代位権に関する留

意点の提示、⑥民法（債権関係）改正における保

証制度に関する意見、⑦民法（債権関係）改正に

おける供託制度に関する意見、⑧「民法（債権関係）

の改正に関する中間試案」に関する意見がありま

す（パブリック・コメントへの意見を含む）。

また、民法は市民社会に広く影響を及ぼす基本

法であることから、日司連では、法務省に対する

意見表明だけでなく、市民に対して改正情報を発

信することにも努めてきました。たとえば、「分か

りやすく、薄く、安く」をコンセプトにした「わ

かる！民法改正～債権法改正を司法書士がやさし

く解説」（中央経済社）という書籍の出版や日司連

ホームページにおいて「民法（債権法）の改正に

ついて～みなさんの日常生活に関係する法律の改

正が検討されています～」というコラムを連載（月

１回更新、現在も更新中）しています。

これからは第３読会の進行に応じて各論点の改

正の方向性が一層明らかになっていくと思われま

すので、今まで以上に、全国の司法書士会・司法

書士が強い関心をもって、改正の動向を注視して

いかなければなりません。

については、中間試案では、次のように【甲案】、【乙

案】、さらに（注）案と複数案が両論併記されてい

ました。

「第７　消滅時効

２　債権の消滅時効における原則的な時効期間

と起算点

【甲案】 「権利を行使することができる時」（民法

第166条第１項）という起算点を維持した上で，

10年間（同法第167条第１項）という時効期間を

５年間に改めるものとする。

【乙案】 「権利を行使することができる時」（民法

第166条第１項）という起算点から10年間（同法

第167条第１項）という時効期間を維持した上で，

「債権者が債権発生の原因及び債務者を知った時

（債権者が権利を行使することができる時より前

に債権発生の原因及び債務者を知っていたとき

は，権利を行使することができる時）」という起

算点から［３年間／４年間／５年間］という時

効期間を新たに設け，いずれかの時効期間が満

了した時に消滅時効が完成するものとする。

（注）【甲案】と同様に「権利を行使することが

できる時」（民法第166条第１項）という起算点

を維持するとともに，10年間（同法第167条第１

項）という時効期間も維持した上で，事業者間

の契約に基づく債権については５年間，消費者

契約に基づく事業者の消費者に対する債権につ

いては３年間の時効期間を新たに設けるという

考え方がある。」

これが第三読会における部会資料69Ａでは、次

のように示されています。

「第１　消滅時効

１　債権の消滅時効における原則的な時効期間

と起算点

民法第166条第１項及び第167条第１項の債権に

関する規律を次のように改めるものとする。

債権は、次に掲げる場合のいずれかに該当する

ときは、時効によって消滅する。

（１）債権者が権利を行使することができること

及び債務者を知った時から５年間行使しないと

き。

（２）権利を行使することができる時から10年間

行使しないとき。」

今までは、両論併記されていた論点も、方向性

が絞られた上、表現も条文を意識したものになっ

ていることが分かります。（ちなみにこの論点は、

中間試案の【乙案】が採用された上で、起算点の

考え方が更にブラッシュアップされ、原則的な短

期時効期間を５年とすることが提案されたもので

す。）

（２）保証

また、保証人保護の方策の多くについて、中間

試案では、次のように「～引き続き検討する。」と

いう表現で、その論点について検討することの承

認までしか得られていませんでした。

「６　保証人保護の方策の拡充

（１）個人保証の制限

次に掲げる保証契約は，保証人が主たる債務者

の［いわゆる経営者］であるものを除き，無効

とするかどうかについて，引き続き検討する。

ア 主たる債務の範囲に金銭の貸渡し又は手形の

割引を受けることによって負担する債務（貸金

等債務）が含まれる根保証契約であって，保証

人が個人であるもの

イ 債務者が事業者である貸金等債務を主たる債

務とする保証契約であって，保証人が個人であ

るもの」

これが第三読会における部会資料70Ａでは、次

のように示されています。

「２　保証人保護の方策の拡充

（１）個人保証の制限

次のような規定を新たに設けるものとする。

ア　主たる債務者が［事業のためにした］貸金

等債務を主たる債務とする保証契約（保証人が

法人であるものを除く。）又は貸金等根保証契約

は，保証人が次に掲げる者である場合を除き，
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士が安全にな業務を行うためにも、早急に司法書

士法に明記する必要があるため

第２順位

（５）「「家事に関する事件につき代理すること」を

新設すること」

（６）「現行の簡易裁判所における訴訟代理権を「簡

易裁判所が権限を有する全ての民事事件につ

き代理すること」に改めること」

（７）「裁判外紛争解決機関等への提出書類作成を

法律上、明記すべきである」

以上３点を第２順位とした理由

→　（５）、（６）、（７）はいずれも新たな業務権

限の獲得であり、関係機関や関係団体とも十分な

協議が必要になるので、時間をかけて議論をして

いく必要があるため

本原稿の作成時点では、連合会が要綱案を策定

したとの情報はないが、早ければ平成26年６月の

連合会定時総会にて連合会執行部より要綱案につ

いて議案が提出されると予想される。要綱案につ

いて定時総会で承認された後は、他士業等外部の

団体等との交渉も開始すると思うが、想像できな

いくらい厳しい道のりとなることが予想される。

今回の司法書士法改正に向けた動きは、「くらし

の法律家」をキャッチフレーズにしている（連合

会ＨＰを参照）司法書士の業務を拡大し、充実さ

せるものである。全国の司法書士会会員は連合会

執行部任せにするのではなく、連合会へ意見書等

を提出して司法書士法改正へ提言していく対内的

な活動や、連合会執行部からの依頼による司法書

士法改正への対外的な活動を積極的に行って、司

法書士法改正を実現する必要があると思う。

平成23年２月23日、日本司法書士会連合会（以下、

「連合会」と称する）第73回臨時総会において司法

書士法改正大綱（以下、「大綱」と称する）が可決

されたことについて、会員の皆様はすでにご存知

のことと思う。

ここから司法書士法改正が動き出すのだが、直

後の３月11日に東日本大震災が発生したことによ

り、被災者や避難者のために無料法律相談会等を

開催して、震災対策を優先する必要に迫られる難

しい状況下でのスタートとなった。

このような状況下でも、連合会は震災対策事業

を展開するかたわら、大綱を元に法務省と協議を

するなど、司法書士法改正に向けて着実に歩を進

め、平成25年９月20日連合会発第660号文書（司法

書士法改正要綱策定に係る意見募集について）を

各司法書士会や司法書士関係団体に送付するにい

たり、司法書士法改正要綱策定（以下、「要綱」と

称する）について具体的に動き出した。

連合会は、「１．司法書士法改正の目的の早期実

現のため、業務上及び組織上において必要となる

最重点事項」「２．法制度整備の必要性から改正が

求められる事項」「３．中長期検討事項として改正

に向けた検討を継続させるべき事項」と大きく３

つに分けて要綱策定の意見募集を行った。京都司

法書士会司法書士制度委員会（以下、「当委員会」

と称する）は、前年度に大綱を元にして、①使命

規定（大綱１）、②「法律関係書類を作成すること」

を新設すること（大綱５（２））、③「家事に関す

る事件につき代理すること」を新設すること（大

綱５（５））、④現行の相談業務の規定を「業務範

囲内の事案について相談に応じること」と改める

こと（大綱５（10））、⑤懲戒権限の獲得（大綱13）（懲

戒権者（大綱13（１））と除斥期間の創設（大綱13

（４））に限る）、に関して意見書を作成して、京都

司法書士会（以下「当会」という。）に提出してい

る関係上（意見書の内容については、当会第125回

定時総会資料のＰ254 ～Ｐ271をご参照いただきた

い。）、今回は「１．司法書士法改正の目的の早期

実現のため、業務上及び組織上において必要とな

る最重点事項」に絞って検討し、当会は平成25年

11月29日京司発第4225号にて連合会に司法書士法

改正要綱策定に係る意見書（以下、「意見書」と称

する）を提出した。

意見書その他司法書士法改正に向けての動きに

ついては、京都司法書士会会員専用ＨＰの司法書

士法改正に向けての部分または当委員会の部分に

掲載しているので、それをご参照いただきたいが、

当委員会は要綱策定につき下記の通り優先順位を

設け意見書を作成させていただいた。

第１順位

（１）「法律関係書類を作成すること」

（２）「現行の「登記又は供託に関する手続につい

て代理すること」を司法書士の登記実務に適

合した文言に改めること」

（３）「現行の相談業務の規定を「業務範囲内の事

案について相談に応じること」と改めること」

（４）「懲戒制度の除斥期間の創設」

以上４点を第１順位とした理由

→　（１）、（２）、（３）については、司法書士が

当然に行うことが可能な業務であり、司法書士法

に明記することにより司法書士業務の充実を図る

ため

（４）については、懲戒制度における除斥期間の

創設は、懲戒はあくまでも行政罰であり、司法書

司法書士法改正に向けて

京都司法書士会司法書士制度委員会
委員長 三　野　和　也

特　　　集
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となるが、この期間が問題となる事案については

今後個別の裁判で判断する必要がある。

本決定で画期的だったのは、判旨②において、

個別的事案を超えて本決定の効力の及ぶ範囲につ

いて説示し、違憲判断の遡及効を制限したことで

ある。遡及効を制限しうる根拠としては、法的安

定性を害しないよう違憲審査権に内在的制約が課

されている、最高裁は包括的に違憲審査権を有す

るので法律が効力を失う範囲を定める権限も付随

して認められる、などが考えられるが、異論もある。

また、相続によって発生する権利関係は本来相続

開始時に決定されるべきところ、本決定以前に「確

定した」事案と未解決の事案で相続分が異なるこ

ととなり、相続法の原理原則を破壊するとの批判

もある。これら理論的には課題もあるのかもしれ

ないが、それは最高裁が法的安定性の調整に苦心

しつつも、違憲判断を出すためにあえて踏み込ん

だ結果であるとも言える。

確定後に新たに相続財産・債務が発見された場

合の扱いなど、本決定によって解決できない事案

も考えられるが、やはり個別の裁判で判断するこ

とになろう。

さて、本決定後、国会において本件規定を削除

する民法改正案が可決された。

民法改正にあたっては「家族制度を壊す」との

保守派の反発が強く、最高裁が違憲立法審査権を

行使できる仕組み自体を批判する声もあった。

新聞報道によると、与党自民党は、民法改正に

付随して、①配偶者の居住権を法的に保護する、

②配偶者の相続割合を拡大する、という２点を検

討するとしている。いずれも法律婚を尊重し、婚

外子の請求から本妻の権利を守ることが目的とさ

れている。

相続分が変更されると、遺留分の問題から既に

作成された遺言の見直しを迫られるなど、相続実

務に与える影響は極めて大きい。また、居住権の

保護は婚外子がいる場合のみでよいのか、婚外子

がいる場合のみ配偶者に権利を認めるのは憲法14

条１項に違反するおそれがないかなど、検討すべ

き論点は多数にのぼる。

今後これらの相続法改正案が出された場合、法

律家であり相続の専門家である司法書士において

も、改正案を検証し提言を行っていくことが求め

られよう。

平成25年９月４日、最高裁判所において、民法

900条４号但書前段の規定（以下「本件規定」とい

う。）は違憲である旨の大法廷決定（以下「本決定」

という。）がなされた。

本件規定では婚外子の相続分は嫡出子の２分の

１と定められていたが、これが憲法14条１項で定

める法の下の平等に反するか否か、長らく議論が

続けられてきた。

最大決平成７年７月５日民集49巻７号1789頁（以

下「平成７年大法廷決定」という。）において、一

度は合憲判断がなされている。しかし、その後本

件規定の合憲性が最高裁で何度も争われた（最判

平成12年１月27日、最判平成15年３月28日、最判

平成15年３月31日、最判平成16年10月14日、最判

平成21年９月30日）。これら５件とも平成７年大法

廷決定を引用して合憲判断がなされたが、その全

てにおいて反対意見が付され、また補足意見でも

本件規定を実質的に違憲とみる旨が述べられるな

ど、最高裁裁判官が積極的に合憲説を支持してい

るとは言い難い状況にあった。

一方学説においては、民法学説の一部において

合憲説もみられるが、憲法学説は違憲説が大勢を

占めており、合憲判断を繰り返す最高裁に対し強

い批判が向けられた。ただ一方で、わが国の基本

的な権利義務関係を定め、長期にわたり受容され

てきた民法の規定を違憲とすることは社会の混乱

を招くとして、法的安定性の観点から懸念があり、

違憲判決によるのではなく国会での法律改正によ

るべきであるとの意見も多かった。上記最高裁判

決においても、立法による解決が望ましいとの補

足意見が出されている。

しかし、本件規定の改正は何度か検討されたも

のの、保守派の反発が強く、結局実現に至らなかっ

た。今回の違憲決定は、国会のそうした対応に最

高裁が「しびれを切らした」結果なのかもしれない。

本決定の判旨は、次のとおりである。

①本件規定は、遅くとも平成１３年７月当時に

おいて、憲法１４条１項に違反していた。

②本決定の判断は，上記当時から同判断時まで

の間に開始された他の相続につき、本件規定

を前提としてされた遺産の分割の審判その他

の裁判、遺産の分割の協議その他の合意等に

より確定的なものとなった法律関係に影響を

及ぼすものではない。

本件規定の合憲性については、既に各方面で議

論が尽くされているものであり、本稿での解説は

不要であろう。あえて若干触れるとすれば、本決

定は法律婚主義の是非について論じたものではな

く、あくまで本件規定が憲法14条１項の下でなお

差別的取扱いが許されるほどの合理的な根拠があ

るか否かを判断したものである。子が自らの出自

を選べないことなどを鑑みると、違憲判断は妥当

であると筆者は考える。

本決定は実質的には平成７年大法廷決定からの

転換であるが、最高裁は本件規定を合憲であると

判断した過去の判断を変更するものではないとし、

判例変更の形をとっていない。そのため、「遅くと

も平成13年７月当時において」違憲であった、と

いう言い回しをしている。理屈の上においては、

最高裁が本件規定を合憲とした最後の事案である

平成12年９月から平成13年７月の間において、合

憲から違憲に転ずべき社会の変化があったという

ことになる。平成12年10月から平成13年６月まで

の期間は合憲性が判断されていない「空白の期間」

　　　「婚外子」相続分差別違憲決定について

城南支部 大和田　健　介

特　　　集
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平成25年９月15日、台風上陸の予報にも関わら

ず、東京都港区の障害保健福祉センターに全国か

ら多数の研究者や支援者が集まり、「ありがとう集

会（選挙権回復の軌跡　そして今後に向けて）」が

開催されました。

この「ありがとう集会」は、平成23年２月１日

東京地方裁判所に、48歳の成年被後見人である女

性が「選挙権のあることを確認せよ」という訴訟

を提起したことに始まります。公職選挙法第11条

第１項第１号で成年被後見人の選挙権を制限する

のは、憲法違反であるというのです。実は、成年

被後見人の選挙権の制限の問題は、憲法学者も気

づいていなかったといわれており、行政訴訟の勝

率は10％、ましてや違憲訴訟となると、提訴にあ

たっての代理人弁護士の逡巡は相当なものであっ

たようです。

その後、さいたま、札幌、京都で同じような裁

判が起こされ、訴訟提起から約２年後の平成25年

３月14日、東京地方裁判所において、定塚誠裁判

長が違憲と判断し、「原告は選挙権を行使する地位

にあることを確認する」という原告勝訴の判決を

しました。

国側は東京高等裁判所に対し控訴しましたが、

40万人以上の署名を集めて裁判を支援してきた

「（社福）全日本手をつなぐ育成会」が院内集会を

行うなど、国会に対し働き掛けることにより、ま

た、参議院議員選挙が迫っていたこともあり、異

例の速さで、５月27日には法改正がなされ、約

13万6000人の選挙権が回復されたのです。そして、

すべての裁判で国側と和解が成立しました。そこ

で開催されたのが、この「ありがとう集会」でした。

さて、（公社）成年後見センター・リーガルサポー

トの会員に対するアンケートによると、選挙権回

復後最初の国政選挙である参院選で、投票の有無

が確認できた被後見人の投票率は7.56％、投票が

困難な重度の障害者や認知症の人もいることを考

えると、低くない数字です。選挙権は回復しまし

たが、このような投票を希望する人たちの投票行

動を支援するとともに、よりわかりやすく、理解

して投票できる仕組みを作るための努力も、また

始めなければなりません。

また、成年被後見人と被保佐人には、法令でま

だ多くの制限が課されています。選挙権訴訟は、

本人だけでなく、本人を守るために成年後見制度

を利用したところ、逆に国民主権の根幹である選

挙権という、より重要な権利を失わせてしまった

ことに対する、「このままでは死に切れない」とい

う親族の決死の思いに支えられた訴訟でもありま

した。ある母親は集会で、本人に「（大事な選挙権

を奪うことになる成年後見の申立てをする）親ほ

ど怖いものはない」と言われたという、辛い体験

を語っておられました。

（公社）成年後見センター・リーガルサポートで

は、選挙権訴訟提起の前から、成年後見制度が他

の法令で成年被後見人等の権利制限や、後見人に

義務を課すのに安易に転用されているのは問題が

あるのではないかとの研究を続けていたため、こ

の訴訟に対しても署名活動等で支援してきました。

その研究成果を昨年11月16日の市民公開シンポジ

ウム「成年被後見人が受ける170を超える権利制限」

において報告し、続いて「実践成年後見」（㈱民事

法研究会発行）でも報告します。

選挙権の問題は解決し、日本は本年１月20日、「障

害者の権利に関する条約」の批准書を国連に提出

し、140番目の締約国となりましたが、これからも

成年被後見人・被保佐人等に課されている権利制

限の問題に関心を持ち続けたいと思います。

選挙権は回復したけれど

洛西支部 田　尻　世津子

特　　　集

１．京都司法書士会の会員は、成年後見人に就職

した場合には、投票意思を有する被後見人の

選挙権の行使について、適切に支援するもの

とする。

２．前項の場合において、特定の政党や候補者へ

の投票を誘導してはならない。

３．不正な投票が行われようとしていることを知っ

た場合には、告発等をすることにより、不正

を防止するように努めるものとする。

【補足説明】

１．投票支援について

被後見人に対して、公職選挙法の改正によ

り選挙権の行使が可能となったことを知らせ

るものとする。「選挙に行こう」という推奨は

しない。選挙が行われる都度、選挙があるこ

とを知らせる必要はない。

成年後見人の職責として、被後見人の選挙

権の行使については、あくまで中立的な立場

を保持すべきである。被後見人からの支援の

申し出がない限り、成年後見人の側から特段

の働きかけはすべきでない。

被後見人から支援の申し出があった場合に

は、投票意思の有無を確認した上で、適切な

投票方法の選択等、選挙権行使のための道筋

をつけるべく手続面の補助を行う。ただし、

同行すること等を要するものではない。

２．特定の政党や候補者への誘導の禁止

投票支援は、あくまで手続面の補助を行う

にとどまるものであり、特定の政党や候補者

への投票を誘導してはならない。

特定の政党や候補者の集会に参加するよう

に、被後見人を誘ってはならない。

３．不正防止について

被後見人が他者の支援を得る等により選挙

権の行使を行うか否かについて、積極的に確

認することは必要ではない。すなわち、不正

防止に向けて、積極的に関与することまでは

必要ではない。ただし、成年後見人は、被後

見人の権利を擁護するため、不正な投票が行

われようとしていることを知った場合には、

告発等をすることにより、不正を防止するよ

うに努めるものとする。

参　考　資　料

成年被後見人の選挙権の行使に関する
成年後見人の行動指針
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平成24年年末、日本司法書士会連合会（以下「連

合会」という。）から各単位会に対し、不動産登

記法改正に関する意見募集があったため当委員会

でその意見をまとめることになりました。各委員

をはじめ、正副会長、各常務理事のご協力もあり、

なかなか立派な意見書に仕上がったと我ながら自

負しています。ご協力下さった皆様にはあらため

て御礼申し上げます。因みにこの意見書につい

ては、京都司法書士会第125回定時総会資料

（ｐ247 ～ｐ251）として皆様のお手元にあるかと

思いますので再度ご一読下さいませ。

連合会からの登記原因証明情報制度に関する改

正の骨子は次のとおりです。

不動産登記法第61条に加えて以下の内容の規定

を新設すること。

「資格者代理人による申請の場合は、当該登記申

請を代理する資格者代理人が登記原因を確認した

情報を提供し、登記官がその内容を相当と認める

ときは、当該情報を法第61条の登記原因を証する

情報とすることができる。」

つまり、「司法書士が自らの名において登記原因

証明情報の作成名義人となること」ということで

すが、当委員会としては司法書士の権限拡大をそ

の一義的目的とする意図があるといった誤解を国

民に与えかねないことを主な理由として、最終的

に反対である旨の意見を挙げました。以下、議論

の中で挙がった各意見となります。

（賛成意見）

・連合会としては最終的に司法書士の権限を公証

人のようにしたい意図があるのではないか。

・司法書士の責任が重くなることにより、司法書

士は実体の確認作業をより慎重に行なうので取

引の安全は担保される。結果、国民の利益につ

ながる。

・申請書副本制度の廃止が、本当に虚偽登記の防

止に反映されているのか疑問であるから。

・隣接士業対策として司法書士の専門性を高める

のが狙い。

・実務における司法書士の責任を明確にする意味

では賛成。

（反対意見）

・当事者が最も正確に取引内容を認識しているの

に、あえて司法書士がこのような権限をもつ必

要はないのではないか。

・司法書士の権限を高めることについては理解で

きるが、それだけでは改正の理由とはなり得な

い。

・現行法の実務では、当事者が作成した契約書と

領収書で登記原因証明情報となり得るのだから、

あえてこのような権限を高める改正をする必要

はない。

・連合会のいう「国民の権利擁護のため」のみで

は改正の理由としては弱い。

・登記の真実性を改正理由とするならば、まずは、

登記原因証明情報に権利者、義務者に署名・実

印押印を求めるべき。

・司法書士が騙されて責任のみを負わされる可能

性がある。

このように、様々な議論がし尽くされた訳です

が、私的には日頃の目先の業務により忘れていた

未来の司法書士像について真剣に議論することが

でき、非常に有意義な時間を過ごさせてもらった

感がありました。（意見をまとめるのは大変苦労し

ましたが…）

司法書士と登記原因証明情報

不動産登記法対策委員長
洛南支部 吉　田　　功

考　　　察

中小企業において経営者の高齢化が進む中、事

業（経営）承継対策は喫緊の課題でありながらも、

成果がなかなか上がらないことが多いといわれて

いるが、その要因の一つに、これを支援する専門

家同士の連携不足を指摘される場合がある。

各専門家が独自の専門分野のみに基づく視点で

会社に助言・支援を行う結果、会社に混乱を与え

てしまう事態がしばしば生じているようである。

中小企業の事業承継は、会社の株主（社員）・取

引先・従業員等との関係、事業内容、財務状況等

を踏まえ、経営、法律、労務、許認可、税務、会計等、

多方面から総合的に検討する必要があり、早い段

階から、専門家同士が連携し、知識・知恵を出し

合い、有効な対策の構築、実行を支援することが

重要であるといわれている。

このことは、昨年11月開催の四会（京都弁護士

会、日本公認会計士協会京滋会、近畿税理士会京

都府支部連合会及び京都司法書士会）合同研修会

「円滑な事業承継の実現のために～各士業に期待さ

れる役割～」においても、関係者間で認識が一致

しており、金融機関の事業承継支援部門の方によ

る基調講演及び四会のパネリスト（京都司法書士

会からは私がパネリストを務めさせていただいた）

によるパネルディスカッションの内容も、その重

要性を強調するものであった。

私自身、司法書士実務の中で、他の専門家との

連携の必要性を実感することが多々ある。

司法書士が参画せずに構築された事業承継計画

の実行段階において、司法書士が後から参画して

はじめて、問題点を発見し、計画の中断や抜本的

見直しが必要になった事例として、私が経験した

最近の案件では、①会社分割において、債権者保

護手続き省略の要件が誤解されていたケース、②

株券発行会社においては株券の交付が株式譲渡の

効力要件であることに気付かずに、株式譲渡契約

の締結のみで株式譲渡の効力が生じたものと誤解

されていたケース、③役員選任等の株主総会の招

集通知に議案の概要の記載が欠けていたため、手

続き上の瑕疵が争われることになったケース、④

株主間契約が存在していたにもかかわらず、看過

して、これに抵触する内容の種類株式の採用を含

む事業承継計画を構築し、実行しようとしていた

ケース等があった。

他方、司法書士が他の専門家と十分な連携をせ

ずに事業承継計画の構築・実行の支援を進めよう

とすると、たとえば、組織再編における税制適格・

非適格、みなし配当課税、許認可承継の問題等で、

場合によっては思わぬ陥穽にはまり、計画の大幅

変更等を余儀なくされる事態に至る可能性もあろ

う。

会社法や改正信託法等で、事業承継対策として

採用し得る手法の種類が増加し、その柔軟な設計

が可能になった反面、これを存分に活用して会社

のニーズを満たすためには、単独の専門家による

対応だけでは不十分となり、他の専門家と強固な

チーム体制を組んで対応することが、やはり必要

不可欠になったと感じる。とりわけ、たとえば、

種類株式や株式信託等の新しい制度を採用する場

合は、課税リスク等を含めたスキーム全体の微細

にわたる検証は大切であり、一層、そのことがい

えるのではなかろうか。

私は、このような連携を重視した取り組みによ

り、専門家チームとしての事業承継支援活動が大

いに実績をあげることができればよいと考えてい

る。そして、この実績の積み重ねが、専門家チー

ムのメンバーである司法書士の会社ひいては経済

界、社会全体からの信頼度の向上につながるもの

と信じる次第である。

中小企業の事業承継支援における
専門家同士の連携の重要性について

洛西支部 岡　田　高　紀

考　　　察
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決議した。その後、法務省のリーガルサービス

センター構想は、法テラスの誕生に至ったわけ

であるが、全国300カ所の相談窓口の設置にはい

たらなかった。連合会の当初の計画は、300カ所

の相談窓口に司法書士による総合相談センター

を併設することを想定していたと思われるが、

結果として、法テラス相談窓口のない総合相談

センターができたことになる。

法テラスの業務は、情報提供業務、民事法律

扶助業務、国選弁護業務が主な業務とされたた

め、当初幅広い国民全体の司法支援サービスと

して想定されたリーガルサービスセンター構想

から少し後退した内容となった。そのため、総

合相談センターのあり方についていろいろ議論

がされ、今日に至っている。このことが、相談

事業部と総合相談センターとの関係を含め一般

会員には少し分かりにくいものとなっているよ

うに思われる。

イ　司法書士会総合相談センターの相談料無料

の理由

ところで、司法書士会総合相談センターの制

度設計の段階では、相談料を有料にするか無料

にするのかということが議論された。様々な理

由から当会では、無料相談とすることになった

わけであるが、その中の理由で、法テラスとの

関係において無料とせざるを得なかったひとつ

の理由について述べておく。

それは、司法書士が法律相談援助を利用する

場合は、司法書士法第３条第１項７号相談に限

定されているということである。司法書士法第

３条第１項５号相談については、法テラスの法

律相談援助を利用できない。しかし、司法書士

は従来報酬規定が定められていた時代には、法

務大臣の認可した報酬基準があり、規定中にお

いて相談料が明示されていた。ほとんどの会員

は、報酬規定に基づき相談者から相談料を受領

していたものと思う。そのような状況で、民事

法律扶助の要件を満たす相談者が自己破産や成

年後見の相談に来られた場合は、５号相談とな

らざるを得ず法律相談援助が利用できない。そ

の結果、相談者に費用負担を求めることになっ

てしまう。総合相談センターを有料とすると、

前記の相談者への相談は費用が発生してしまう

ことから事実上難しくなり、法テラスでの相談

を紹介することになってしまう。総合相談セン

ターは、司法書士による司法アクセスの改善の

役割を担うことが期待され設置されたものであ

り、有料化は、自らの使命に対し、自らを縛る

ものとなってしまう。そのような理由もあって、

当会の総合相談センターは、現在無料の運用と

なっている。ただし、あくまでひとつの理由で

ある。

ウ　司法書士会総合相談センターの担うべき役

割

リーガルサービスセンター構想については、

すでに述べた。そして、その構想は法テラスに

おいて、次の制度によって引き継がれていると

思われる。

ⅰ　司法過疎地域事務所の設置

司法過疎地に法テラスに勤務する常勤弁護士

（スタッフ弁護士）が常駐し法律サービス全般を

行うものである。いわゆる４号事務所と称され

る事務所である。（総合法律支援法第30条第１項

第４号）平成24年３月31日現在35カ所に設置さ

れている。（注　地域事務所は、司法過疎地域事

務所と扶助・国選地域事務所の２種類がある）

ⅱ　指定相談場所の指定

以上のⅰ・ⅱであると考えられる。しかし、

ⅰについては、司法書士が関与することは想定

されていない。そうすると、ⅱについて関与す

ることが当初の構想を活かすために必要という

ことになる。今後、司法書士会において総合相

談センターをどのように運用していくのか議論

のあるところではあるが、ひとつの役割として、

指定相談場所としての役割があると考えている。

３　無料の司法書士会総合相談センターが指定相

談場所の指定を受けるための要件について

指定相談場所の指定等に関する細則に定められ

ているが、次の要件を満たす必要がある。

一　はじめに

私は、平成23年９月１日付けをもって、法テラ

ス京都の副所長に就任した。司法書士としては、

初めての就任である。就任後は、京都司法書士会（以

下「当会」という。）と法テラス京都の執行部にお

いて定期的に協議会（年１～２回）を開催し、業

務連携など様々な点について議論をしてきた。そ

の中の一つのテーマが当会総合相談センターを法

テラスの指定相談場所とすることについてであっ

た。そして、執行部との協議・事務局との打合せ

を行いつつ、平成25年４月１日に当会総合相談セ

ンターは、法テラスの指定相談場所としての指定

を法テラス京都から受けた。

そこで、「法テラス指定相談場所相談と司法書士

会総合相談センター」というテーマで原稿の執筆

をさせていただいた。指定相談場所相談はどのよ

うなものか、司法書士会総合相談センターとの関

係をどう考えるのかについて書きたいと考えたか

らである。いまだ、無料の相談会は、法テラスの

指定相談場所の指定を受けることができないと考

えている会員がいると聞くからである。そして、

司法書士の法テラスに対する役割について思うこ

とを述べさせていただいた。なお、本文中におけ

る意見や感想は、あくまで個人的な見解であるこ

とをお断りしておく。

二　法テラスの指定相談場所の指定について

１　指定相談場所とは

地方事務所長が指定した法律相談援助を行う

場所（業務方法書第５条第６号）ということに

なる。現在は、一定の要件を満たすことにより

無料であっても指定を受けることができるよう

になっている。法テラス設立当初は、有料相談

のみに限定され、指定権限も法テラス理事長で

あったが、平成20年の指定相談場所の指定等に

関する細則改正により、指定権限が地方事務所

長に、無料相談を行う場合であっても一定の要

件を満たすことにより、指定を受けることが可

能となっている。市民に利用しやすいものとす

るため柔軟に対応できるようにしたものである。

とくに、地方事務所（センター）での相談には、

遠方で来所が困難であるとか、法テラスの業務

時間外にしか時間のとれない市民に対しては、

指定相談場所相談は、利用しやすいものとなる。

そのため、司法書士会は、市民がさらに法テラ

スの相談を利用しやすいものとするため、指定

を受けたものである。

２　司法書士会総合相談センターについて

ア　司法書士会総合相談センター設立の経緯

2001年の司法制度改革審議会の意見書を受け

て、司法書士法の改正が行われ、簡裁訴訟代理

業務が司法書士に付与されたことと時を同じく

して、司法過疎地においても最小限の法的サー

ビスを保障するため、法務省においてリーガル

サービスセンター構想が検討された。これは、

全国300カ所の相談窓口を設置することを内容と

していた。これを受けて、日本司法書士会連合

会（以下「連合会」という。）は司法書士会によ

る総合相談センターを立ち上げ、法務省のリー

ガルサービスセンターに対応していこうと考え

たと思われる。連合会は、相談事業部設置のた

めの会則改正、相談センター設置規則の制定を

単位会に求めてきたのである。当会も、連合会

に対応すべく会則改正・総合相談センター設置

規則の制定を平成17年第114回定時総会において

報　　　告

法テラス指定相談場所相談と
司法書士会総合相談センター

司法書士 山　口　基　樹
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５　指定相談場所相談の相談員になるには

指定相談場所の相談員には、できるだけ多くの

会員に協力いただけたらと願っている。しかし、

運営をしていくには、トラブルが起こることがあっ

てはならない。そこで、前提条件として必要なこ

と及び運営上の配慮から会独自に要件を定めてい

る。以下に述べる。

ⅰ　認定司法書士であること（前提条件）法律

相談援助は、７号相談に限定されるからで

ある。

ⅱ　法テラスとの契約において、センター相談

登録契約・事務所相談登録契約・受任予定

者契約・受託予定者契約のすべてに契約し

ていること（前提条件）指定相談場所相談は、

センター相談であり、それだけで足りると

思われるかもしれないが、そもそも法律相

談援助は事件の受任・受託の前提として実

施されるものであり、相談者へのシームレ

スな支援を考えた場合には、相談のみでは

不十分だからである。また、事務所相談登

録が必要な理由は、指定相談場所相談の結

果、継続相談となった場合には、その後は、

事務所相談になることも予想されるからで

ある。

ⅲ　会が指定した指定相談場所相談員研修を受

講したこと（独自要件）

平成25年３月12日に実施した。なお、欠席され

た会員は、ＤＶＤの視聴とレポートの提出が必要

である。

三　法テラスと司法書士

１　法テラスの今後

現在の日本は、いまだ先の見えない社会不安の

中にあるように思われる。そんな中、司法として

のセーフティーネットのあり方も問われているよ

うに思う。法テラスの業務開始から７年が経過し

たが、一般市民の６割の方々は、いまだ法テラス

の存在を知らないという現状がある。法テラスを

利用してもらうには、まず知ってもらう必要があ

る。法テラスとしては、真に司法サービスを必要

とする方々への周知を図り、法テラスに対する期

待に応えていく必要がある。司法書士には、法律

サービスの提供者として、また法テラスへの橋渡

し役をお願いしたい。

２　司法書士が法テラスに対し果たすべき役割

総合法律支援法を読むと、第１条の目的におい

て、「この法律は、内外の社会情勢の変化に伴い、

法による紛争の解決が一層重要になることにかん

がみ、裁判その他法による紛争解決のための制度

の利用をより容易にするとともに弁護士及び弁護

士法人並びに司法書士その他隣接専門職種のサー

ビスをより身近に受けられるようにするための総

合的な支援の実施及び体制の整備に関し、その基

本理念、国等の責務その他基本となる事項を定め

るとともに、その中核となる日本司法支援センター

の組織及び運営について定め、もってより自由か

つ公正な社会の形成に資することを目的とする。」

と定めている。

ここで、司法書士という文言が条文上定められ

たことの意味は、司法書士が隣接法律専門職種の

代表という位置づけでなく、弁護士とともに同法

に定める目的を達成するためにその責務・義務を

負ったものと理解する必要がある。したがって、

司法書士は民事法律扶助事業において、法律相談

援助、代理援助、書類作成援助のサービス提供者

としてこの事業を国民に利用しやすいものとして

いくとともに、利用の拡大を進め、資力の問題か

ら法にアクセスできない状況をなくしていく義務

がある。他にも、法テラスの本来業務である犯罪

被害者の支援においても10条３項において、司法

書士及び司法書士団体に対し、法の基本理念にのっ

とり総合法律支援の実施及び体制の整備のために

必要な協力をするよう努める義務を課している。

総合法律支援法は、司法書士にいろんな義務を課

している。

法テラスは、司法制度改革の柱として誕生し、

司法書士の簡裁代理権も司法制度改革のなかから

生まれたものである。司法制度改革が成功したか

どうかの一つのメルクマールとして、司法書士が

どれだけのことを実行できているかが問われるの

である。法テラスは、司法書士や弁護士のために

ア　司法書士会が指定を受けようとする無料相

談センターが存する市区町村内に法テラス

地方事務所、支部及び出張所（以下、センター

の事務所という。）が存する場合。

ⅰ　相当程度の法律相談援助が見込まれること。

（２条２号）

ⅱ　関係団体等の協力により、無償又は極めて

低廉な費用で、法律相談施設を確保し、か

つ受付事務等への支援が得られること。（２

条３号）

ⅲ　個人情報の保護に配慮した相談態勢をとる

ことができること。（２条４号）

ⅳ　予め設定された時間枠において実施され、

司法書士会が実施する法律相談とは明確に

区分されること。（４条１号）

ⅴ　広報及び受付等において明確に区分され、

利用者において利用している制度の種類を

明確に認識できる態勢が確保されていこと。

（４条２号）

以上の要件をみたしている場合

ⅰ　多重債務案件以外に限定して無料相談セン

ターを指定相談場所として指定を受けるこ

とができる。（４条３号）

ⅱ　多重債務案件であってもセンターの事務所

の業務時間外であれば無料相談センターを

指定相談場所として指定を受けることがで

きる。（４条３号）

イ　司法書士会が指定を受けようとする無料相

談センターが存する市区町村内にセンター

の事務所が存しない場合。

前記アのⅰ、ⅱ、ⅲ、ⅳ及びⅴの要件を満たし

ている場合、センターの事務所の業務時間にかか

わらず指定相談場所として指定を受けることがで

きる。

以上の規定を考慮して、当会総合相談センター

は次のとおり指定を受けた。

相談日時　　毎週木曜日　　19時～ 21時

　　　　　　毎週土曜日　　10時～ 12時

　　　　　　毎週日曜日　　13時～ 16時

場　　所　　第１相談室

なお、法テラス本部において、指定相談場所の

細則改正が現在検討されているようであり、改正

後は新たな対応が必要になる可能性がある。

４　指定相談場所の指定を受ける意義

会員の中には、総合相談センターが無料なので、

あえて指定を受ける必要はないと思っているかも

しれない。しかし、無料相談センターであっても

以下のとおり指定を受けるメリットがあると考え

る。

ⅰ　司法書士会と地方事務所の連携関係が強化

される。

ⅱ　総合相談センターでは、相談者は通常同一

事件について２回まで相談を受けることが

できる。一方で、指定相談場所として相談

援助を受ける場合は、同一事件については

３回まで相談援助を受けることができる。

理論的には、当初、指定相談場所相談３回

を受け、その後総合相談センターの相談と

して２回受けることもできるわけである。

もっとも、どのような運用とするかは、司

法書士会が決めることである。

ⅲ　指定を受けることで相談援助の件数が増加

する。

ⅳ　総合相談センターでの相談は、基本的に直

接受任を認めていない。法テラスの相談の

場合は、相談者が事件の依頼を希望する場

合、相談者は受任に努めなければならない。

（契約条項８条）指定を受けることでスムー

ズな事件の依頼ができることになる。

なお、指定を受けることで相談援助対応の司法

書士に対しては、法テラスから相談料が支給され

るため、司法書士会の事業予算面での利点が大き

いと考える会員がいるかもしれないが、実施につ

いては、別に受付担当者や専用の電話番号で対応

することから、予算面の利点はほとんどない。あ

くまで、司法アクセスの向上という観点からの指

定であることを強調しておきたい。司法書士会が

運営する総合相談センターは、民事法律扶助制度

利用のための拠点と位置づけしている。
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平成25年秋から京都市内の区役所の一部で、司

法書士による無料法律相談会を開催する運びとな

りました。

洛西支部では既に数年前から独自に右京区、西

京区での区役所相談をされていましたが、本年度

は京都市内のすべての区役所での相談会を開催し

よう、という方針で構想が練られていました。前

相談事業部長が、京都市との交渉など、ある程度

の根回しや下準備をされていたので、後は各区役

所と協議してОＫをもらえれば日程を定めるだけ

というところで引き継いだ次第です。それでも、

協議をうまく進めていけるのかは不安な状態でし

た。

各支部の担当者の方にご協力をいただき、一緒

にいくつか区役所を回ったのですが、支部の担当

者の方が大変熱心に相談会の趣旨と必要性を説明

され、相手も話をしっかりと聞いてくれていまし

た。しかし、こちらの要望に対する対応はまちま

ちでした。各区役所で対応にかなりの差があり、

積極的に対応してくれるところもあれば、消極的

に「一応検討いたします」といったところ、また、

話は聞いてくれても、ほぼ門前払いのところもあ

りました。

対応が早かったのは洛央支部の東山区役所、中

京区役所、下京区役所でした。すでに３区役所で

実施しています。また、伏見区役所も大変感触が

良く、積極的な様子であり、３月に開催の予定です。

ちなみに平成25年中に実施した相談会では、東

山区役所２回（相談件数計４件）中京区役所１回

（相談件数７件）下京区役所２回（相談件数計７件）

という結果が出ています。また、年度内に中京区

役所２回、東山区役所１回、下京区役所２回、伏

見区役所（支所合わせて３か所）１回の開催が予

定されています。

逆に、反応が今一つだったのが南区役所、山科

区役所でした。南区役所では「うちでは相談会の

場所の提供はしておりません」と断言され、山科

区役所もかなり消極的な感じで、検討はすると言っ

てくれましたが、いまだ返答はありません。ある

程度の実績が出た時点で再度交渉に行きたいと考

えています。あと、洛北支部の管轄内の左京、上京、

北区役所については、まだ打ち合わせに行けてい

ない状況ですので、今後早急に進めていきたいと

思います。

今後、区役所相談を実施・継続していくうえで、

予算や相談員の確保など、特に相談員日当や広報

関係の費用についていろいろな問題が上がってく

ると思います。それらの対応も次年度以降の大き

な課題になると思いますが、まずはすでに開始し

た区役所での相談会を継続し、いまだ実施できて

いない区役所での早期の相談会実施を当面の目標

と考えています。

報　　　告

区役所相談の展開について

相談事業部長 松　井　　大

ある組織ではない。市民のために存在するもので

ある。法テラスは、今後ますます発展していくこ

とが予想されるが、その中で、法に定める責務を

果たさない者はどうなるのかということが心配で

ある。そうならないように、会員の皆様には、法

テラスに関心を持っていただき、さらなる法テラ

スへの関与を深めていただくことをお願いする次

第である。今般の指定相談場所の指定は、その関

与を深めるひとつの契機と考えている。
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　　　　２　

（援助金額の決定）

　　第12条　

　　（１）

（３）申込みできる要件が第４条に規定されていま

すが、実際に審査をしてみると、要件の解釈と充

足について考える場面があります。

本制度は、委任契約書に基づき事件の結果算定

された報酬総額と10万円の差額を援助する制度で

す。報酬額が５万円なら最大５万円、８万円なら

最大２万円が支給されます。

この制度を利用しようと考えると、受任時に報

酬額を決める際に援助金のことを考慮に入れると

思います。

しかし、例えば、「報酬の支払いに充てるため少

額裁判費用援助を申込みする」と規定されている

と、援助があった場合に依頼者が援助金相当額の

報酬支払義務を免れると解釈することができます。

そうなると、報酬の額又は報酬額の算定方法を定

めているという申込要件を充足しない可能性が出

てきてしまいます。

具体的に言うと、事件終了後報酬額を計算する

と８万円になる場合は、２万円を援助できること

になります。では、依頼者は２万円を差し引いた

６万円を支払えば良いということになりませんか、

ということです。もちろん、申込者依頼者双方とも、

援助金を考慮しないで報酬額を支払う合意ができ

ていると主張されることがあり得ます。

しかし、申込みのときに提出された委任契約書

に基づき、「事件の結果算定された報酬総額が、

１万円以上10万円未満であること」という要件か

らすると、やはり、委任契約書から客観的に報酬

総額が計算できる必要があります。

分かりにくいと思いますが、結論は、委任契約

書では報酬額またはその算

定方法に援助金を関連付けるような記載をしな

いで下さい、ということになります。

４　少額裁判費用援助制度の申込状況

11月の段階で８件の申し込みがあり、全て援助

決定がされ、内２件は、援助金が支給されました。

予算の関係（今年度は80万円です）で、援助でき

る件数に限りがあるので、要件に該当する事件を

受任された場合は、積極的に本援助申込みをご検

討下さい。

第９条の申込みのときに提出された委任

契約書に基づき、事件の結果算定された

報酬総額が、１万円以上 10 万円未満で

あること。

審査委員会は、前条の報告があり次

の要件を満たすときは、援助の金額

を決定し、その結果を書面をもって

会員に通知する。

援センターの定める書式により、事

件終了までに本会に対して援助の申

込みをしなければならない。

前項の申込書には、事件の受任又は

受託に係る委任契約書の写しを添付

しなければならない。

１　初めに

今年度、裁判手続支援センターの所長に就任し

た洛北支部の丸岡です。今回は、運用を開始した

少額裁判費用援助制度について、ご注意いただき

たい点を少しお話しします。

２　「少額裁判費用援助規則」制定までの経緯

平成25年５月の総会において、「少額裁判費用援

助規則」制定の議案が承認可決され、現在、本制

度が稼働しています。

裁判手続支援センターでは、この規則の原案を

作成しました。実は平成23年度から原案の作成に

着手していて、この総会の１年前には原案が完成

していました。京都司法書士会で作成した原案を

元にして、大阪司法書士会では１年前に同様の規

則を制定されたそうです。

３　「少額裁判費用援助規則」の内容

ポイントを絞ってお話しします。

（１）（目的）

　　第１条

長い目的ですが、裁判費用援助により、究極的

な目的は司法書士が提供する法的サービスを拡充

することにあります。本制度は、司法書士の裁判

事務受任推進政策の一つに位置付けられます。

（２）（援助金支給の申込要件）

　　第４条

　　（１）

　　（２）

　　（３）

　　（４）

　　（５）

　　（６）

　　（７）

２　

（援助の申込み）

　　第９条　

報　　　告

少額裁判費用援助制度について

裁判手続支援センター所長 丸　岡　易　史

この規則は、京都司法書士会の会員

が、国民から依頼を受け、少額裁判

に係る手続を受託又は受任するにあ

たり、本会が会員に対して費用を援

助することにより、少額裁判手続の

利用を促進し、もって会則第３条第

20 号で規定する国民に対して司法書

士が提供する法的サービスを拡充す

ることを目的とする。

事件の経済的利益が 50 万円以下である

こと。

会員と依頼者が書面により委任契約を締

結し、報酬（着手金を含む。以下同じ）

の額又は報酬額の算定方法を定めている

こと。

事件が勝訴の見込みがないとはいえない

こと。

事件が、金銭の貸付けを業とする者、立

替払いを業とする者、信用供与を業とす

る者又はこれらに類する者に対して債務

を負担する者から受任又は受託する任意

整理事件、特定調停事件、過払金返還請

求事件、破産事件、民事再生事件及びこ

れに類する事件でないこと。

本規則の濫用と認められる場合でないこ

と。

依頼者から個人情報の提供及び第９条所

定の申込みに関する承諾を得ているこ

と。

事件が終了していないこと。

援助の対象となる事件は、依頼者が、消

費者又は事業者、自然人又は法人などの

いずれであるかを問わない。

援助の申込みは、次の各号の要件を

満たす場合にすることができる。

援助を希望する会員は、裁判手続支
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して講座を作ることで生徒に伝わりやすい授業を

行えるように工夫しました。

講座を実施した感想としましては、担任の先生

の参加意識が高まり、独自のレジメを作るなど生

徒にうまく伝わるように授業の流れを作ってくだ

さったので、スムーズに授業を進行することがで

きたと思います。また、それによって司法書士が

要点のみを話すことができ、伝えたいことが明確

になりました。

今後この総括も委員会で行う予定です。

法教育を取り巻く背景

平成23年度から小学校、平成24年度から中学校、

そして平成25年度から高校で新学習指導要領が実

施されています。その新学習指導要領では、生き

る力をより一層育むことを目的とし、主体的に判

断し責任を持って行動できるようにするための消

費者としての基本的な権利と責任についての理解

をテーマとする消費者教育の充実が図られ、法教

育の重要性はより一層高まっています。

また、平成24年12月13日に消費者教育の推進に

関する法律が施行されました。

この推進法では、学校や社会で消費者教育を行

うことを国や自治体の責務とし、消費者が消費行

動を通して、社会の発展と改善に積極的に参加し

ていく消費者市民社会を目指す理念が掲げられて

おり、さらなる学校や地域、家庭、職域など、ま

た年齢に関係なく、社会全体で消費者教育の機会

を広げる後押しになることが期待されています。

そういった状況の中で当委員会は、例年どおり、

高校、ＰＴＡ及び児童養護施設並びに大学への法

律講座の案内を京都府下全ての学校に郵送し、要

望があった学校で法律講座を開催しました。しか

し、今年度の現在までの講座開催数は例年に比べ

減少しているため、今後さらに各関係機関へ司法

書士のこの分野への取り組みを周知させる必要が

あると思われます。

東稜高校での実践

このような背景の中、平成23年度、平成24年に

引き続き、今年度も京都府立東稜高校での連続講

座を開催することができました。準備、実践は以

下のとおりです。

平成25年９月27日（金）

高校シリーズ授業の内容の具体的検討

平成25年10月９日（水）

高校シリーズ授業の模擬授業（東稜高校におい

て）

平成25年10月16日（月）

高校シリーズ授業の模擬授業の検討

テーマ：契約クイズ、契約と消費社会

平成25年10月25日（金）

上記授業の実践（司法書士会講師６名・サブ２名）

平成25年11月５日（火）

高校シリーズ授業の模擬授業（当会会議室にお

いて）及びその検討

テーマ：労働と人権

平成25年11月22日（金）

上記授業の実践（司法書士会講師６名・サブ２名）

東稜高校のシリーズ授業は今年で３年目になり

ます。従来は①契約の基礎②携帯・インターネッ

トトラブル③労働トラブル④紛争解決と法律、の

４回連続授業だったのですが、学校側の都合もあ

り、授業回数が２回の予定となったため、内容の

集約を図る必要があり、本年度は、①契約の基礎

②労働トラブルの２テーマとしました。短い授業

時間の中で、生徒たちに興味を持ってもらい、ま

た分かりやすく説明ができるよう模擬授業を行い、

講義内容を担当教諭並びにクラス担任に事前に確

認していただき、指摘を受けた点について再度検

討を行いました。

今年度の特徴としては、今まで司法書士のみが

行っていた講座を司法書士と担任の先生の２名で

進めていくようにし、生徒に教えることの専門家

である先生と法律の専門家である司法書士が協力

報　　　告

東稜高校連続授業報告
（教師とのコラボ授業の実践）

法教育推進委員委員長 小　平　智　志



Vol. 92

－ 25 －

Vol. 92

－ 26 －

依頼者に丁寧に説明して、手続き選択のための判

断材料を情報提供するのが司法書士の責務である

といえるでしょう。

解雇の無効を争うような事案、サービス残業代・

未払い賃金等の訴訟物の価額が140万円を超えるよ

うな事案については、司法書士の裁判代理権の範

囲外になりますので、依頼者の利益を最優先する

視点をもって、司法書士による本人訴訟でサポー

トするのか、弁護士、各種の裁判外紛争解決手続（Ａ

ＤＲ）等の関係機関を紹介するのか、その見極め

が肝要となります。その基準は、労働事件の高度

な専門性、依頼者の物理的・精神的な負担などを

考慮して、通常の訴訟事案よりも厳密に考える必

要があるでしょう。なお、上記ＡＤＲのうち、当

会調停センターは民事一般を扱うことができます。

このように、個別労働紛争に対する対処方法は、

司法書士のみの関与により解決できるものだけで

はなく、事案によっては弁護士、社会保険労務士

等の他士業、労働局等の関係機関との協調によっ

て成果を得ることも少なくありません。

この点についても、当会では、各種関係機関に

よって構成される連絡協議会などへの参加、研修

会・勉強会などの相互交流などによって、関係強

化に努めたいと考えています。

当会における労働トラブルに対する本格的な取

り組みは、まだ始まったばかりです。司法書士が、

その適性を活かして活躍できる環境を整え、無料

法律相談の利用件数及び労働事件の受任事件件数

の増加をもって、市民の皆様の期待に応えるよう

取り組んでいきたいと考えています。

最後に、無料法律相談プログラムの概要を記し

ますので、市民の皆様、会員の皆様におかれまして、

当プログラムのご周知、ご紹介方をお願いいたし

ます。

記

名称「労働トラブル専門無料法律相談」

相談員：労働トラブル専門の登録相談員

予約制

予約専用ダイヤル：075－255－2566

相談対応時間：

【平日】月曜日～金曜日　10時～ 17時

【夜間】木曜日　19時～ 21時

【休日】土曜日　10時～ 12時

　　　  日曜日　14時～ 17時

相談内容：

未払い賃金、サービス残業代、解雇予告手当等

の個別労働紛争

本稿では、京都司法書士会（以下「当会」という。）

の個別労働紛争に対する取り組みをご紹介いたし

ます。平成24年の事業年度途中から当会理事会の

要請により労働紛争問題対策委員会が設置されま

した。そして、平成25年10月から労働専門法律相

談「労働トラブル無料法律相談」がスタートしま

した。当プログラムの特徴としては、労働分野の「専

門相談」であること、及び「無料」であることが

特筆すべき点です。相談員は、応募による登録制で、

労働法・実務に関する所定の研修の受講を登録要

件としています。

個別労働紛争の件数は、年々増加ないし高止ま

りしており、不当解雇、サービス残業、名ばかり

管理職、いわゆるブラック企業問題、いじめ、セ

クハラ、パワハラ、メンタルヘルスなどの労働に

関する諸問題は、マスコミ等でも頻繁に報道され

ており、古くて新しい社会問題であるといえます。

これらの労働トラブルに関する個別紛争事案に

対して、裁判所提出書類作成及び簡易裁判所訴訟

代理を業務範囲とする司法書士は、法律専門職と

して、個別事案の紛争解決に積極的に関与するこ

とが国民から期待されている状況です。

また、司法書士は、商業・法人登記業務により、

中小企業経営者と継続的な取引関係にあることが

少なくありません。このような関係性から会社側

（経営者・使用者側）から、従業員との間の個別労

働紛争に関する相談を受けることも想定されます。

司法書士は、国民にとって身近でアクセスしや

すい法律相談窓口として、または、登記業務等の

取引先からの相談窓口として、労働者側または使

用者側から、労働トラブルに関する法律相談を受

ける機会が数多く存在しています。

司法書士に期待される役割としては、まず第一

義的には、これらの個別労働紛争の初期窓口・端

緒として、法律相談を受け、法的なアドバイスを

提供すること、または、事案に応じて、各種関係

機関・制度等を紹介、情報提供するナビゲーター

となること、が求められていると考えます。そし

て、第二義的には、これらの個別労働紛争に対し

て、最終的な紛争解決機関として、示談交渉、及

び簡易裁判所における民事裁判・民事調停・訴え

提起前の和解手続き（即決和解）の訴訟代理人活動、

または地方裁判所における民事裁判・労働審判手

続の書類作成による本人訴訟活動の後方支援の裁

判手続メニューをもって、活動するという役割で

す。さらに、当会調停センターを利用して、対話

調停による紛争解決という方法もあります。

具体的な事例をいくつかご紹介します。

会社の資金繰り悪化等を原因とした労働者への

賃金の未払いが生じた場合、未払い賃金の請求（商

法514条又は賃金の支払の確保等に関する法律６条

１項に基づく遅延損害金を付しての請求）が法的

に可能です。司法書士は、労働者側の代理人とし

て、示談交渉、民事訴訟等によって、未払い賃金

を請求し、回収することができます。逆に、使用

者側の代理人として、被告側の訴訟代理活動をす

ることもあるでしょう。未払い賃金の任意の支払

いがなされない場合は、強制執行の手続きをサポー

トすることもできます。

他にもサービス残業代の請求、解雇予告手当て

の請求などの訴訟代理業務、ならびに労働審判の

書類作成による本人訴訟支援などが、司法書士が

関与する典型的な事案になると考えられます。

もっとも、司法書士の裁判代理権には、訴訟物

の価額、管轄裁判所に応じて、対応できるものと

できないものがありますので、この点を相談者・

報　　　告

労働トラブルに対する
取り組みについて
労働紛争問題対策委員会　委員長 井　木　大一郎
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ＮＰＯ法人自殺対策支援センターライフリン

ク自殺実態白書2013（以下「白書」というhttp://

www.lifelink.or.jp/hp/whitepaper.html）によると、

遺族等からの聞き取りから、自殺既遂者のうち、

亡くなる前に約70％が何らかの専門機関（相談先

としての法律家の割合は約６％）に相談に行って

いる。亡くなる前１か月以内においても47.5％の

人が生きたいと思って専門機関に相談に行ってい

る。決して司法書士業務と自殺とは関係が無いの

ではなく、大有りである。

白書によると、法律専門家は相談者の主訴のみ

にとらわれてしまい、その背後にある様々な問題

（うつ病、家庭問題など）を見逃している可能性が

あり、仮に気づいたとしても、医療、福祉、心理

などへの連携が不十分な可能性があると指摘して

いる。傾聴を意識せず、通り一遍の法的要件だけ

を説明する相談では気づけないであろうし、色々

な支援組織を知っていないと、つなぐことはでき

ない。みなさんは気づくことができるのか？つな

ぐことができるのか？自問していただきたい。

Ⅲ：自殺を要因とした仕事の依頼が来ているかも

経済苦などでの希死念慮者（死にたいと望んで

いる人）が司法書士に相談に来るケースはさほど

多くないであろう。ただ、司法書士の日常業務に

は相続登記、抵当権抹消登記、死亡による役員変

更登記などがある。

何を言いたいのかはすでにお分かりであろうが、

一人が自殺すると、複数の自死遺族が出来てしま

う。夫が亡くなったので抵当権抹消と相続登記を

してほしいとの依頼があった場合、ご主人の死亡

原因はひょっとしたら自殺かも知れない。働き盛

りの年代であれば、死亡原因の第１位が自殺なの

である。もちろん「自殺ですか？」と聞くわけに

いかないし信頼して心を開いてもらえないと聴き

出せないので、無理に聞く必要はない。背景に自

殺の可能性があることを知っていてもらいたいの

である。

自殺に限らず、愛する家族が亡くなって、これ

からどうしていいのかわからず、いっそのこと死

んでしまいたい、でも、銀行から言われたから早

く手続きをしないと…と思っている相談者が来る

かもしれない。家族の死はそれだけでも非常につ

らい出来事なのに、死亡後の金融機関や役所の手

続は面倒で時間がかかり、遺族には負担となって

いる。司法書士にも相談に行かなければと、やっ

との思いで相談に来ているかもしれないのである。

ましてや自死遺族は、家族が自殺で亡くなった

ことを話しづらく、話せたとしても周囲から配慮

の無い言葉を投げられたり、自殺に気づけなかっ

たと自らを責めたりと、心のケアにつなげる必要

があることが多い。白書には、『夫の両親から、「う

つ病になったのは、あなたと結婚したからだ。あ

なたが責めたてて自殺に追いやった」と言われた

り、「この結婚はそもそも反対だった」と言われた

りした。（40代　女性）』などの実例があげられて

いる。自殺直後の自死遺族の４人に１人は自分も

死にたいと考えており、時間が経過してもなお８

人に１人くらいは希死念慮を持っているとの調査

結果が出ている。仮に自殺が原因で相談に来たこ

とに気付いた場合、気遣いのある相談ができるよ

うに心がけてもらいたい。

Ⅳ：当会の取組み

冒頭で紹介したように、当会では自治体での自

殺対策事業に積極的に参画している。それ以外に

自殺予防月間での街頭啓発をはじめ、京都府自殺

ストップセンターへの相談員の派遣、自殺予防月

間における各種相談会への相談員の派遣を行って

いる。それら以外に重要な取組みとしては、多重

債務等解決支援プログラムがあげられる。

現在、亀岡市、福知山市、与謝野町、長岡京市、

城陽市、八幡市の６市町村との委託契約を結び、

多重債務者の支援を行っている。これは生活保護

の相談など、生活困窮者が自治体に相談に来た場

合、多重債務が生活困窮の原因になっている時に

は、相談者の了解のもと、原則３日以内に当会か

ら相談員を派遣するものである。派遣された相談

員は、自治体職員と一緒に相談を聞き、解決を支

援していく。

この制度のメリットは、自治体と連携すること

により、多重債務解決後の生活再建が図りやすい

京都司法書士会（以下「当会」という）では、

平成22年に自死対策・犯罪被害者支援ワーキング

チームを設置し（現在は委員会）、関係諸機関との

連携を図り活動を行っている。

現在は、京都府自殺対策連絡協議会、京都府相

談・支援ネットワーク「いのちささえ隊」運営委員、

京都市の自殺対策総合連絡協議会、セーフコミュ

ニティかめおかの自殺対策の委員として参画して

いる。

「自殺」という言葉に良いイメージがなく、直接

的な表現をすると拒否感を示される方が多いのは

理解しているが（当会の委員会名も自死対策とし

ている）、以下の文章では自殺と表現することをご

容赦いただきたい。

自殺は縁遠いこと、司法書士の業務にはあまり

関係がない、と敬遠されがちではあるが、

非常に身近なもの、我々の職務に直接的に関わっ

ていることを認識してもらい、以後の職務遂行の

参考にしてもらいたい。

Ⅰ：自殺の現状

平成25年の全国の自殺者数は２万7,276人、京

都府内では518人であった。（平成25年警察庁統計

暫定値）この２年間全国的には減少傾向ではある

が、京都府では増加している。また、自殺率（人

口10万人当たりの自殺者数）は平成24年21.8で先

進国の中でも特に高い数値となっている。自殺の

比較対象としてその死者数が話題となる交通事故

による死者数は4,373人である。（警視庁資料より）

つまり、自殺による死者数は、交通事故の死者数

のなんと6.2倍以上にもなっている現状を認識して

いただきたい。

これだけでかなり大変なことだとお分かりいた

だけると思うが、年代別の死亡原因を調査した厚

生労働省の平成24年度人口動態調査によると、15

歳から39歳までの死亡原因の第１位は自殺となっ

ており、40歳から49歳の死亡原因では悪性新生物

についで第２位となっている。ちょうど働きざか

りで社会での核となる年代の死亡原因のトップ、

あるいは２位が自殺とは驚きである。

独立行政法人国立精神・神経医療研究センター

精神保健研究所　自殺予防総合対策センターの

データによると、自損行為、つまり救急隊員が自

殺未遂と判断した理由による救急搬送率（人口

10万人当たりの搬送者数）は、46.0となっている。

ちなみに救急隊到着時に死亡が確認された既遂の

場合は、搬送されないので件数には入っていない。

総務省から公表されているデータから計算してみ

たが、京都府内で救急車を100回見かけたら１回は

自殺未遂者を運んでいる計算となった。

自殺の原因の第１位は健康問題、第２位が経済・

生活問題、第３位が家庭問題、第４位が勤務問題

となっている。経済・生活問題、特に多重債務に

対しては、我々司法書士が業務として関わる問題

である。

Ⅱ：なぜ司法書士が自殺対策なのか

先ほど自殺原因の第２位が経済・生活問題と述

べたが、その数は平成24年で５，219人となってい

る。病気など他の原因との複合的要因もあるだろ

うが、かなりの数である。

特に意識してもらいたいのが、自殺者は誰にも

相談せず死を選んだのではなく、多くの場合、生

きたいと思って誰かの手にすがろうとしている。

そのすがりつく先にわれわれ法律家が含まれてい

ることを認識していただきたい。

報　　　告

自死対策の取組みについて

自死対策・犯罪被害者支援委員会 浅　井　　　健
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平成25年11月９日（土）、山城総合運動公園（太

陽が丘）にて、京都自由業団体懇話会親睦ソフト

ボール大会が開催された。今年で20回目を迎える

士業対抗戦である。雨で中止になることが多く、

ここのところは隔年の開催となっている。

今回参加したのは、京都府社会保険労務士会、

近畿税理士会京都府支部連合会、京都府行政書士

会、日本公認会計士協会京滋会、日本弁理士会近

畿支部京都地区会、（社）京都府不動産鑑定士協会、

京都土地家屋調査士会、そして、我が京都司法書

士会の８チーム。

前回（第18回、昨年は雨天中止）の優勝チーム

は税理士会である。税理士会は、支部単位で複数

のチームがあるらしく、この“自由懇”には、例年、

対抗戦をしたうえで、選抜メンバーで臨むと聞い

ている。優勝候補の筆頭。土地家屋調査士会も前

回準優勝であり、強豪である。さらに、行政書士

会は、30名近い会員が所属するチームが普段から

活発に練習や試合をこなし、近畿レベルで交流戦

も開催されているという。これらのチームは、“自

由懇”優勝が１年のうちの大きな目標の一つとなっ

ているといえる。以上３チームが優勝候補という

前評判であった。

大会は、トーナメント制で行われ、今回は８チー

ムなので不戦勝はない。組合せは事前の打合せ会

で抽選が行われるが、我が司法書士会の第１回戦

の相手は、調査士会となった。抽選を引いたのは

私で、第１試合で敗退すると、２試合しかできな

いので、できれば上記の３チーム以外のチームと

当たって、「まず１勝を」と考えていたが、前回の

準優勝チームとの対戦となってしまった。もっと

も、税理士会、行政書士会がいずれも反対のブロッ

クに入ったので、この２チームとは決勝までぶつ

からず、かつ、決勝までにこの２チームのうちの

少なくとも一方が姿を消すという組合せとなった。

つまり、調査士会に勝ちさえすれば、司法書士会が、

決勝へ進める可能性が高いということだ。戦前は

そう考えていたのだが…。

前回、司法書士会は３位であった。当会は、公

募にてメンバーを集めているが、毎年、参加する

者も多い。私も今回が三度目の参加である。城南

支部には会員で構成するソフトボールチームがあ

るし、他の支部にもソフトボール好きがたくさん

いる。やはり、いわゆる野球経験者でなくても、

世代的に、幼少期にバットとボールで遊んでいた

という会員は多いし、一般のソフトボールチーム

に所属している人もいる。中でも洛央支部のＦ会

員は、無類のソフトボール愛好家で、走・攻・守

いずれも素晴らしい。そして、今回は、ピッチャー

としての実力も付けていた。

ソフトボールのピッチャーと言えば、ウインド

ミル投法という投げ方がある。ソフトボールは野

球とは違い、「下投げ」であるが、ウインドミル投

法は、その名のとおり、腕を風車のように１回転

させて投げる。これにより、単なる下投げよりも

球速のあるボールが投げられるのである。これの

レベルが上がってくると、そう簡単には打たれな

いし、何よりカッコイイのである。北京オリンピッ

クで金メダルに輝いた日本代表チームの上野由岐

子投手は、ウインドミル投法で最高時速120ｋｍの

球を投げるというが、ソフトボールをしている人

たちにとって、上野投手はあこがれであり、ウイ

ンドミルは、一度は挑戦してみたい投法なのであ

る。Ｆ会員ももちろんウインドミル投法だ。Ｆ会

員は、球速、コントロールともに以前よりもパワー

It's Only Softball（But We Like It）
～第20回京都自由業団体懇話会親睦ソフトボール大会～

城南支部 柴　田　宏　明

会　員　寄　稿会　員　寄　稿事と、事件処理状況を自治体に報告するため、過

払いがあったときなどは滞納税の支払いにつなげ

ることもできる。自治体の多くは弁護士会と多重

債務相談の委託契約を結んでいるが、それらの相

談では相談者がその後どうなったのかわからない

が、プログラムを利用した場合には把握ができ、

生活支援に役立っているとおおむね好評である。

当会での多重債務相談会の相談件数は激減してい

るが、プログラムの支援者数は平成23年度から24

年度は微増している。

Ⅴ：終わりに

京都は大学が多く、学生の街となっている。残

念なことに若年層の自殺が多いのも現実である。

京都市でもFacebookを活用した啓発活動を行うな

ど対策に本腰を入れてきている。しかしながら、

大学側は学生向けの相談室を開設するなど個々の

対策は行っているものの、対外的に自殺対策を発

信することはなく連携もないのが現状である。今

後は、府・市と協力し大学間の連携を図っていき

たい。

また、自殺未遂者の支援も重要である。自殺者

の多くは未遂経験者であり、白書によると若年女

性の67％、女性全体でも48.4％が未遂経験者であっ

た。（男性は26．２％）

未遂の段階で適切に支援機関につなげれば、か

なりの人の命を救えていただろう。

しかしながら警察、消防、病院からの未遂の情

報は得ることは困難である。個人情報を勝手に漏

らすわけにもいかず、情報開示、連携には及び腰

となっているのが現状である。ようやくセーフコ

ミュニティ亀岡で、試験的に相互連携が始まった

段階であり、今後多くの自治体で連携が取れるよ

うになることを期待している。

会員のみなさんには、自殺が業務に関わってい

る事を認識してもらい、ゲートキーパーの役割を

担っていただきたい。ゲートキーパーというと犯

罪収益移転防止と思われるかも知れないが、『「ゲー

トキーパー」とは、自殺の危険を示すサインに気

づき、適切な対応（悩んでいる人に気づき、声を

かけ、話を聞いて、必要な支援につなげ、見守る）

を図ることができる人のことで、言わば「命の門番」

とも位置付けられる人のこと。（内閣府ＨＰより）』

当会でも希死念慮者に「気づく」ためのゲート

キーパーの研修会や、調停センター・相談事業部

での傾聴スキルの研修会を開催している。ぜひ参

加していただき、日々の相談での自殺予防活動に

協力していただきたい。最後に、ストレスフルな

仕事が続くみなさんのメンタルヘルス対策にも、

自分自身で気を配っていただくようお願いする。

（相談先）

（深刻な悩み相談）

■京都府自殺ストップセンター

　いのちのサポートチーム

　月～金　９時～ 20時　0120-556-097

■京都市　こころの健康増進センター

　月～金　９時～ 12時　13時～ 16時

　075-314-0874

■きょう・こころ・ほっと電話

　火９時～ 12時　木13時～ 16時　075-321-5560

■京都自死・自殺相談センター　Sotto

　金・土　19時～翌５時30分　075-365-1616

■京都いのちの電話

　年中無休　365日　075-864-4343

■よりそいホットライン

　年中無休　365日　0120-279-338

（自死遺族の会）

■こころのカフェ京都

　18時～ 21時　090-8536-1729

（犯罪被害者）

■京都犯罪被害者支援センター　　　　　　　

　　075-451-7830

　月～金　13時～ 18時　0120-607-830
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結局、第20回大会は、税理士会が連覇を果たし、

準優勝は、鑑定士会であった。我が司法書士会は

前回と同じ３位で、優勝からかなり遠ざかっては

いるが、安定した成績ということもできる。しかし、

次回の第21回大会は、司法書士会が主管会として、

準備、運営にあたることになっているから、何と

しても優勝したいものである。参加メンバーの一

部の会員からの年賀状には、「今年こそ優勝！」と

書いてあったりもする…。

ていうか、どこまで勝ちたいんだ！。冒頭で述

べたとおり、他のチームも優勝を目指しており、

この“自由懇”は気持ちの上で大きなイベントでは

ある。しかし、それにしても、今回は、殆どのチー

ムのピッチャーの腕が１回転していたではないか。

まだレベルの低い「なんちゃってウインドミル」

だったりするのであるが、皆、日本代表の上野由

岐子と同じ投げ方になっていたのである。この“自

由懇”は、何度か参加していると、果たしてこれが

親睦目的なのか、と疑問になることがあるが、試

合を見ながら、「あそこのピッチャーはすごい。」

とか「あの二遊間は完璧だ。」などと他士業間で会

話がされていたりする。やはり、20回も続けば、

レベルも上がっていき、そんな中で親睦が深まっ

ていっているのかも知れない。おそらく、♪We 

know it's only softball but we like it, like it, yes, we 

do ! ということなのであろう。

ところで、会報90号に前回（18回大会）の報告

をさせていただいたが、その際、公認会計士会の

メンバーに対する黄色い声援がすごく、司法書士

会もそのような“環境”であれば優勝できたかも知

れないということを書いた。公認会計士会は、今

回も、相変わらずたくさんの黄色い声援があった

が、実は、我が司法書士会も、Ｍ副会長が謎の女

性応援団２名を連れてきてくれたので、楽しく試

合をすることができた。守備につくとベンチに誰

もいなくなる前回とは大違いであった。もっとも、

結果は前回と同じ３位。

黄色い声援は、まだ足りないのかも知れない。

第20回京都自由業団体懇話会　親睦ソフトボール大会　対戦表

アップしており、今大会のナンバーワン投手だっ

たと思う。また、今回は、例年よりもソフトボー

ルの上手いメンバーが揃ったので、優勝を狙える

と確信していた。

当日は快晴、気温もそれほど低くなく、ソフト

ボール日和と言える天気である。第１試合が始まっ

た。調査士会は、前回の準優勝チームであり、また、

今回は主管会として、大会の準備、運営にあたっ

ていたから、やはり、優勝したい気持ちが強かっ

たと思う。１回、ともに得点が入らず、優勝を狙っ

ている両チームであるからか、緊迫した空気に包

まれていた。しかし、直後の２回表、調査士会に

２点の先制を許し、２回裏の我がチームの攻撃は

無得点に終わった。試合は、そのまま投手戦にな

るかと思われたが、３回、４回と司法書士会の打

線が爆発、結局、逆転勝利となった。第１戦を勝

利したことで、決勝進出が現実味を帯びてきた。

チームが俄然盛り上がり、午後の準決勝に備えた。

準決勝の対戦相手は、１回戦で、弁理士会を破っ

た不動産鑑定士会である。もちろん、油断しては

いけないが、実は前回、鑑定士会とは、３位決定

戦で対戦し、勝利していたから、勝てそうなイメー

ジがあった。

試合は、鑑定士会の先攻で始まり、初回に１点

を先制されたが、直ぐさま逆転に成功した。鑑定

士会のピッチャーはウインドミル投法ではなく、

いわゆる山ボールで球は遅い。この調子でいけば、

本当に決勝に進めるかも知れない、と思った矢先、

再逆転を許してしまった。鑑定士会のバッターの

打球は、何故か野手のいないところに落ちる。そ

して、ランナーがたまったところで、大きいのを

打たれてしまうなどして、３回、４回で一気に５

点の差をつけられてしまった。逆に、１回戦で大

爆発した我が司法書士会打線は、鑑定士会のピッ

チャーの前に沈黙し、塁に出ることすらできない。

球も速くないし、打てないピッチャーではないと

思っていたのだが、どうやら、スローボールの間に、

それよりもほんの少しだけ速い球を投げているよ

うだった。いわゆる緩急というやつで、みんなタ

イミングをずらされ、見事に凡打の山を築いてし

まったのだ。最後のバッターの私も痛恨のサード

ゴロに終わった。結局、鑑定士会のピッチャーは、

２回以降、得点を許さない見事なピッチングであっ

た。敵ながらあっぱれというほかなかった。

決勝進出を狙っていただけに、我がチームは落

胆を隠せなかったが、気を取り直して、３試合目

に臨んだ。第３試合は、３位決定戦であり、公認

会計士会との対戦である。公認会計士会は、第１

試合で、行政書士会を破っていた。行政書士会に

は豪腕投手がいるのだが、試合を見ていた人によ

ると、公認会計士会のピッチャーが安定度で勝っ

ていたという。我が司法書士会は、前回より低い

成績で終わりたくなかったので、油断できない状

況と思われた。

しかし、試合が始まると、会計士会は、１、２

回戦で未出場の会員が多かったのか、次々に選手

を交代する全員出場モードで、行政書士会を破っ

たときのピッチャーは出てこなかった。我がチー

ムもリラックスして試合に臨み、結果、11対２の

大勝となった。優勝の夢破れたチーム同士の楽し

い試合であった。
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広報部では平成25年の初めから、関係機関の方々に京都司法書士会の取組みを広く知ってい

ただくために、ニュースレターを定期的に発行しています。各自治体をはじめ、成年後見でお

世話になっている地域包括や社協、法教育で訪問している高校や大学などにお送りしています。

ある福祉関係の方からは、「司法書士さんって成年後見分野以外にも色んなお仕事されていたの

ですね、初めて知りました。」と言われました。

司法書士は身近なくらしの法律家。日々市民の方々と接する会員のみなさんが、一番の広告

塔です。登記業務はもちろん、成年後見業務、簡裁代理業務など、私たちの職域は広がってき

ました。仕事や地域で私たち司法書士に関わって下さる方々は多いのですが、関わっている分

野以外の司法書士業務はあまりご存知でないかも知れません。

ニュースレターを通じ、今後も広く当会の取組みを発信していきたいと考えています。

なお、会員の皆さまにはメール通信で配信をしておりますが、ご覧になっていない方もおら

れると思いますので、ぜひご一読下さい。

ニュースレター
平成26年１月10日フォーチュンガーデン京都に

て新年賀詞交歓会が行われました。

会場であるフォーチュンガーデン京都は、昭和

初期に建てられた島津製作所の旧本社ビルを利用

した、レストラン、ウエディング、パーティーの

スペースとして有名なおしゃれスポットです。こ

れまでホテルで開催されていた格式を重んじた重

厚な新年賀詞交歓会のイメージを、より華やかで

和やかなものに変え、出席された方に気楽に楽し

いひとときを過ごしていただきたいという執行部

の意気込みが感じられます。

会場に着いて驚いたのが、会場に流れる音楽が

生演奏であったことです。ピアノとギターのアン

サンブルで、会場をラグジュアリーな雰囲気にす

る素敵な演出だと思いました。パーティーの形式

が立食ビュッフェ形式であったため、ご来賓の挨

拶も簡潔で乾杯までの進行が非常にスムーズで

あったことが印象的でした。乾杯後は席次を気に

することなく自由に新年の挨拶を交わしたり、食

事や音楽を楽しんだりとそれぞれが思い思いの時

間を和やかに過ごされていました。

定例行事である新年賀詞交歓会のイメージを変

えるためには、企画・立案・運営すべての面で苦

労が多かったと思いますが、その分、今回の新年

賀詞交歓会を通じて、ご来賓や参加者に、市民に

身近な「くらしの法律家」司法書士ならではの細

やかな心配りやおもてなしの心を感じていただけ

たのではないかと思います。また、一会員の立場

でも本当に気楽に楽しいひとときを過ごせました

ので、来年の賀詞交歓会には執行部だけでなく、

より多くの会員の皆様にご出席いただき、一年の

始まりを盛大に飾れたら良いと思います。

新年賀詞交歓会参加報告

広報部 岩　城　寿　英

会　員　寄　稿会　員　寄　稿
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南区役所を車で訪れたことがある方は、この看板を目にしたこ

とがあるのではないでしょうか？どんな所だろうと、以前から気

になっていて、いつかは行きたいなと思っていました。

処々の事情により、私の昼ごはんが愛猫たちに奪われたので、

少し遅めのランチにしました。

昼の混雑が終わった1時半ごろに入ったのですが、結構お客さんがいました。メニューは豊富で、麺類

に丼もの、カレーライスにオムライスのほか、日替わり弁当がありました。

定番メニュー以外にも、鯖の味噌煮、フライもの、ナスの揚げ浸し、切り干し大根などなど、おかずが

色々ありました。お客さんの一人が、持って帰るから、と言ってパック詰めにしてもらっていました。麺

類を含め、お持ち帰りが可能だそうです。お店の人は、「早く来てくれたらいっぱいあったんだけどね。もっ

と見てもらえたのに～」と残念そう。ふれあい食堂の名前のとおり、お店の人は気さくな明るい人ばかり

でした。

で、私が頼んだのは日替わり弁当。メインの肉団子の甘酢あんかけに、こんにゃくと竹輪の煮物、小松

菜の煮浸し、高野のたいたん。手作りのおばんざいで、とても美味しく、食べていてほっこりしました。

お漬物はとり放題。しかも味噌汁付きで500円！！安い！今日はかす汁があるよ～とのことで、迷わず選

択。寒い日だったので、あったまりました。小腹がすいたらぜひお立ち寄りください。なんせ、かけうど

んは250円ですから。

営業時間：平日11時半ごろ～ 2時すぎぐらいかな（お店の人談）

ご馳走様でした～完食 ハンコは外せませんね！ 漫画もあります（見えないか～）

　N o . 2   『京都市南区役所～「ふれあい食堂」』No . 2   『京都市南区役所～「ふれあい食堂」』
所在地：京都市南区西九条南田町1－3

仕事がら役所関係や公的機関に出かけることが多いと思います。

　そこで見つけた美味しいお店をご紹介します。

　広報部員の立ち回り先が多いことはご容赦を。

司法書士おすすめグルメ ショシラン
～役所編～

ショシランガイドショシランガイド

　N o . 1  伏見区総合庁舎　「カフェ  こぱん」No . 1  伏見区総合庁舎　「カフェ  こぱん」

1階、エレベーター横の広いホールの一角にあるカフェこぱん。

ここは、障がい者の「働きたい」を応援する、京都いたはし学園の運営で行われており、就労移行支援

事業所、就労継続支援B型事業所として、障がい者の方々のための『働く』を実現するための実践の場となっ

ています。

入り口付近にはたくさんのパンや、ラスク、クッキーが並んでお客様を迎えています。また、ショーケー

スには美味しそうなケーキが…ランチもおすすめプチパンと、もう一つのパンを選んで、コーヒー、スー

プ、つきで500円でした。女性ならランチで十分ですし、男性ならおやつタイムにもいいかも。私はクリ

スマス用に可愛く包装されたクッキーを購入し（写真取り忘れました…）美味しくいただきました。

所在地：伏見区総合庁舎（京都市伏見区鷹匠町39番地の2）
TEL：075－605－2522
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　N o . 4   『喫茶ぴあ　ひと・まち』No . 4   『喫茶ぴあ　ひと・まち』

長寿すこやかセンターや景観まちづくりセンター

など、当会と関わりのある団体が入っているひと・

まち交流館京都。その１階にある「喫茶ぴあ　ひと・

まち」をご紹介します。

ガラス張りの空間と木目調の床。明るい雰囲気の

中迎えてくれるのは、おいしそうなクッキーと、か

わいらしい小物たち。作った人の温かさ感じられる手作りばかりでした。

ここは障がいのある人たちの自立、そしてさらなる社会参加が図れるよう、京都府・京都市・府内の授

産施設や共同作業所等がひとつになって設立したＮＰＯ法人京都ほっとはあとセンターが運営する施設の

一つです。京都ほっとはあとセンター会員である、きょうどう、協働ホーム、京都ふれあい工房の３つの

就労継続支援Ｂ型事業所がローテーションで調理を担当しています。私がおじゃました時は京都ふれあい

工房さんが担当していました。

１日限定10食限定のランチは、レトルトなどの既

製品を使わず手作りで作っているとのこと。デザー

トのみかんにも手間をかけて、可愛く細工が施され

ていました。この日の食材は、黒米にレンコン、か

ぼちゃなど繊維質の多い材料を使って、取材に行っ

たメタボな私の健康に気遣ってくれているようでし

た。かぼちゃの春巻き、パリふわで最高！（甘党）

喫茶ぴあ ひと・まちは、就労移行支援事

業所、就労継続支援Ｂ型事業所の職員と障が

いをお持ちの方々が働いています。

下の写真は白黒でわかりにくいのですが、

お店のパンフレットです。

一見長封筒のように見えますが、三角形に

折られていて可愛らしかったです。これも障がい者の方が一つずつ手作業で作られています。広げると、

きれいな写真でメニューやデザートの紹介が載っていますよ。

ぜひ、みなさんも一度ほっこりしに行かれてはいかがでしょうか？

営業時間　10：00 ～ 17：00

定休日　　第３火曜、年末年始

所在地：京都市下京区西木屋町通上ノ口上る梅湊町83－１
TEL：075-354-8707

（限定ランチメニュー）

（お弁当もあります）

（写真～カラーでないのが残念）

（作業のようす）

　N o . 3   『木津川市役所前のお洒落なイタリアンNo . 3   『木津川市役所前のお洒落なイタリアン
～ r i s t o r a n t e  n a k am o t oリストランテ　ナカモト～』～ r i s t o r a n t e  n a k am o t oリストランテ　ナカモト～』

木津川市役所の中には食堂は設置されていません

が、すぐ目の前にとても落ち着いたイタリアンのお店

があります。この建物、木津川市役所に来られた方は、

一度は目にされたことがあるのではないでしょうか。

2011年11月にオープンしたお店です。

他団体の会合として使用させていただくことを予め電話でお話ししておくと、ちゃんと個室を用意して

いただいてくれ、とても良心的でした。ランチの時間帯は11時30分から13時30分までで、私が入店した

12時半頃には、他の席は見

事に全席埋まっていました。

口コミで聞いていた以上の

人気です。

中でも、平日のお昼の

み「おまかせランチコース」

（2,940円）があり、パスタ

は二種類出していただけま

す。パスタ好きな方にはと

ても嬉しいサービスです。

こちらのお店は、サラダひとつにしても、地元木津川市鹿
か

背
せ

山
やま

で採れたものを利用されるなど、地産地

消を非常に意識されています。特に、ピーチ（写真右上）は、今まで食べたことのない食感のパスタで、

加えてソースが野菜の旨味を上手に引き出してくれています。私は、もともとイタリアン特有のガーリッ

クが非常に苦手なのですが、今回の品はどれもガーリックの味をほとんど感じさせない味付けでした。見

た目は勿論のこと、一品一品にこだわりがあって、全く飽きのこないメニューばかりでした。

厨房も個室から見えるオープンな環境にあり、シェフとの距離がとても身近

に感じられるイタリアンです。

料理を出していただく際に、スタッフの方が随時説明いただいてくれたので

すが、なかなか料理名や素材を全部覚えきれなかったので、シェフにお願いし

てもらって、今回のコース内容を直筆で書いていただきました。こんな無理な

お願いにも、こうやって親切丁寧に応えていただける温か

なおもてなしも嬉しいですよね。木津川市に来られたとき

には、是非、大切な時間を少し贅沢にこちらで過ごされて

みてはいかがでしょうか。ランチだけでなく、ディナーに

も最適な場所だと思います。

最後に、リストランテ　ナカモトの皆様、ご協力戴きあ

りがとうございました。

所在地：木津川市木津南垣外122－1
TEL：0774-26-5504

「おまかせランチコース」の内容
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1077 1080

1078

1081

1079

1082

松　澤　康　平 奥　村　歩　美

塩　見　　　明

下　村　直　紀 

万　木　恵　美

下　村　幸　代 

事務所所在地　洛央支部
京都市中京区室町通錦小路上る山

伏山町558番地　三洋室町ビル302号

①会社員にはなりたくない、とい

うのが第一にあって、あとは消

極的な選択の連続で司法書士に行き着きました。

地味だけど奥深い職業だな、というのが今の印

象です。

②業界全体については、もっと親しみやすい法律

家に。自分については、司法書士兼農民。

③なし

④関東出身なので付き合いづらいかもしれません

が何卒宜しくお願いします。

事務所所在地　洛北支部
京都市北区鞍馬口通烏丸東入上御

霊上江町246番地（貞宗司法書士

事務所）

事務所所在地　洛央支部
京都市中京区烏丸通四条上る笋町

688番地　第15長谷ビル８階

（司法書士法人京和合同事務所）

①兄が開業しており憧れていた。

また当時働いていた会社が倒産し、人に使われ

るのではなく、自分で開業できる資格を取ろう

と考えた。

②身近な法律家として活躍していきたいです。

③日々これ精進

④未熟者ですが、よろしくお願いします。

事務所所在地　園部（園部）支部
京都府南丹市園部町横田３号10番

地１

①もともと土地建物に関係する仕

事についていたので、その延長

として目指しました。

②地元から信頼される法律相談窓口

③流れに逆らわない

④平成19年から静岡で司法書士として開業してい

ました。京都のことはまだあまりわかりません

が、皆様宜しくお願いいたします。

事務所所在地　洛央支部
京都市中京区烏丸通二条上る蒔絵

屋町263番地　京榮烏丸ビル２階

（司法書士法人鵜川事務所）

事務所所在地　園部（園部）支部
京都府南丹市園部町横田３号10番

地１

①町の法律家になって困った人を

助けたかったからです。

②やっぱりなんでも気軽に相談できる町の法律家

です。

③受けたご恩は返す

④静岡で開業していましたが地元の京都に戻って

きました。宜しくお願いします。

新入会員紹介
アンケート　①司法書士になったきっかけ　②自身の描く司法書士未来像　③座右の銘　④一言コメント

　N o . 5   『精華町役場の食堂「たつみ」』No . 5   『精華町役場の食堂「たつみ」』

　N o . 6   『アローズ』No . 6   『アローズ』

精華町役場にはオアシスが2つ存在します。一つは図書館。役場の中

にあり、用事を済ませて帰る途中に図書館に吸い込まれてしまった経験

のある人は結構多いのではないでしょうか？　かくいう私もよく吸い込

まれて立ち読みを楽しんでいます♪

もう一つのオアシスは、これまた役場の中にある「たつみ」という食堂。

お昼2時頃までの営業なので、それ以降は閉まっているのですが、中々

侮れない存在です。私がその食堂に入ろうとしたときはお昼頃。ちょう

ど役場の職員の方々のランチタイムと重なり店内は非常に混雑しており

ました。なので、少し時間をずらして店内に潜入。食券売り場で「ハンバー

グ定食・コーヒー付き」の券を買い、空いている席へ。店内は非常に綺

麗で平成チックなのに店内に流れている音楽は昭和の歌謡曲。しかしこ

のメロディーが店内の良い雰囲気を醸しだし、非常に居心地よく感じさ

せてくれました。さてさて肝心の味ですが、これまた非常に美味。量も

申し分ないです。他に店内に居たお客さんも最近食べられなくなったの

に、ついいっぱい食っちまったとマスターに言っておりました。

マスターも非常に陽気な方で、色々ときさくに話しかけてきはります。

顔なじみの客も多いようで、常連さんと世間話でよく盛り上がってまし

た。忙しいスケジュールの合間の暫しの一時、精華町役場の食堂で羽を

休めるのも中々かと思います。どうぞお試しあれ～。

右京区総合庁舎や右京区中央図書館などが入居するサンサ右京。その三条通沿いの嵐電天神川駅の目の

前にある「アローズ」をご紹介します。

カフェ調の落ち着いた雰囲気の内装で、カウンター席もあり一人でも入りやすいお店です。主力メニュー

がカレーということもあって、シーフードカレーやカツカレーなどの定番メニューはもちろんのこと、ト

マトカレーやほうれん草カレーなど種類が豊富で、ご飯も五穀米を選べたりと選択肢が盛りだくさんです。

取材にあたり、どのカレーをオーダーするか非常に迷ったのですが、ここはど真ん中直球勝負が良いだ

ろうと思い定番中の定番のカツカレーを頼みました。カレーは適度にスパイスが効いた程良い辛さで、カ

ツもサクッと揚がっておりお肉もやわらかくておいしく頂

くことができました。

カレー以外にも、700円の日替わりランチ（隣の方が食べ

ておられたのですが、ボリュームがありおいしそうでした）

やサンドイッチなどの軽食メニュー、ケーキ類も豊富なの

で、ランチのみならず休憩や打ち合わせなど様々なシチュ

エーションで利用できるおすすめのお店です。

所在地：京都府相楽郡精華町大字南稲八妻小字北尻70番地
TEL：0774-94-5727

所在地：京都市右京区太秦下刑部町12
TEL：075-862-5667
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1090  由　良　哲　志
事務所所在地　中丹（福知山）支部
京都府福知山市内記一丁目10番地

の99

①司法書士をしている親戚から、

「仕事をしてお客から直に感謝

の言葉をかけてもらえる。こんなに良い仕事は

ない、一生やれる仕事だ。」と聞かされ、勤務し

ていたハウスメーカーを退職し、一念発起、司

法書士を目指しました。

②お客様が求めている本音を話してもらえるよう

な、安心して頼れる「身近な法律家」。

③何かを始めるということに遅すぎることはない。

④初めまして、新入会員の由良哲志と申します。

生まれ育ちは宇治市ですが、現在、縁あって福

知山市で業務をしております。経験、知識とも

にまだまだですが、今後ともご指導ご鞭撻のほ

どよろしくお願いいたします。

③一期一会

④平成18年合格ですが、この度京都会に登録変更

いたしました。まだまだ未熟ですが、日々勉強

して努めて参ります。どうぞよろしくお願いい

たします。

1091 

1093

1092 

桝　谷　勇　二

小　山　尚　輝

山　尾　佳　之

事務所所在地　洛北支部
京都市上京区今出川通烏丸東入相

国寺門前町647番地１

事務所所在地　洛央支部
京都市中京区烏丸通六角下る七

観音町623番地（司法書士法人

F&Partners）

①高校から大学に進学するにあ

たって漠然ではありますが将来は法律家になり

たいと思っておりました。あっという間に大学

生活も半分を過ぎ、就職活動が始まりました。

周りと同様に就職説明会に行くも特に響くもの

がなく本当にやりたいことは何なのか悩みまし

た。私は自分の存在価値を実感できる職業に就

きたいという強い思いとやはりどこかで法律家

になりたいという思いがあったので一念発起し

勉強をするという判断をしました。法律家とい

え様々ある中で司法書士を選んだ理由は、市民

に最も身近な法律手続をおこなっているのが司

法書士だと思ったからです。実際に資格を取り

仕事を始めてみると法人からの依頼よりも個人

からの依頼が多く、身近な法律問題の解決にむ

けて充実した毎日を過ごせています。

②最近では私自身の見方も少しずつ変化してきま

した。大学時代、企業法務を専攻していたこと

から会社法関連も興味を持っていましたので、

企業内司法書士という分野にも取り組んでいけ

たらと考えています。

③一期一会

④司法書士としての社会的責任を全うし、クライ

アントに寄り添う気持ちを忘れず職務に従事し

たいと思います。

事務所所在地　洛南（本局）支部
京都市下京区四条堀川町286番地

　EXELLENT BLD ７Ｆ

①大学（法学部）在学中に司法書

士になることを目標にしまし

た。自分の知識や知恵が商品になる仕事であり、

直接エンドユーザーと接する仕事であり、自分

のがんばり次第で、やりがいを感じることがで

きる職業だと思いました。

②「身近な町の法律家」これに徹し切ることが肝

要だと思います。司法書士という資格にとらわ

れず、多様なニーズの受け皿となり、案件をコー

ディネートすることも市井から期待されている

大切な仕事だと思います。

1088

1085

1086

1089

1087 

1084

1083

阿　波　　泉

田　中　まり子

中　島　有佳里

小　林　謙　一

白　河　里　沙

事務所所在地　中丹（舞鶴）支部
京都府舞鶴市字喜多 841 番地

①司法書士は、専門性があって年

齢に関係なく活躍できる職業だ

と思い、ぜひ目指したいと思い

ました。

②依頼者の方のために最善の選択ができる司法書

士です。

③「一心之豊」何事も心を尽くせば、周囲の人々

を豊かにし幸せにすることができる。

④まだ経験も浅く、至らない点が多いかと存じま

すが、ご指導のほどよろしくお願い申し上げま

す。

事務所所在地　洛西支部
京都市右京区花園鷹司町１番地　

ＵＲ花園団地 16 棟 403 号

①法学部なので、なにか法律の資

格を取得しようと思いました。

司法書士の勉強をするまで、民法すらよくわかっ

ていない法学部生だったので。

④平成25年11月に男児を出産し、この原稿を書い

ている今は仕事を休業中です。楽しく育児中な

のですが、仕事がわからなくなる前に復帰しな

いといけないですね。復帰後はしばらく真面目

に研修に行こうと考えています。

事務所所在地　城南（宇治）支部
京都府京田辺市河原食田10番地19

　大東田辺ビル305

①法律を使う職業に就きたかった

から。

②不動産取引に関する公証人的立場

③鶏口となるも牛後となるなかれ

④新入会員の片岡です。若輩者ですがどうぞよろ

しくお願いします。

事務所所在地　洛央支部
京都市中京区東洞院通御池下ル笹

屋町444番地　初音館402号（水谷

合同司法書士事務所）

①生涯を通じてスキルを磨いてい

ける専門職に就きたかったため。

②誠実に人と向き合い、質の高い仕事を提供でき

る司法書士　

③禅定

④職責の重さに日々悪戦苦闘していますが、プロ

として恥じない仕事ができるようになりたいと

考え、自己研鑚に励んでいます。ご指導ご鞭撻

の程お願い申し上げます。

事務所所在地　城南（宇治）支部
京都府城陽市寺田樋尻36番地

事務所所在地　洛央支部
京都市中京区烏丸御池東入アーバ

ネックス御池ビル東館６階

事務所所在地　洛央支部
京都市中京区烏丸通二条下る秋

野々町529番地　ヒロセビル７階

　　岡　哲　也

大　原　智　香
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皆様、これからどうぞよろしくお願いいたします。

1096 
1099 

中　島　忠　之
田　中　智　士事務所所在地　洛北支部

京都市上京区河原町通荒神口下る

上生洲町226番地10（司法書士桑

室矩忍事務所）

①独立が可能な資格である事・難

関試験である事・一度チャレンジしてしまった

手前、引くに引けなかった事。

②桑室矩忍先生みたいになれればなぁ～と思って

います。

③いつどこで聞いたのか読んだのかは忘れました

が、「好きなことして将来飯食おうなんて図々し

い特権、与えられた宿題こなした程度で手に入

るわけないじゃん」って言葉をなぜか頻繁に思

い出します。試験に落ちた直後はよく自分に言

い聞かせてました。未だに何の言葉かは知りま

せんが。

④今後ともよろしくお願いいたします。

事務所所在地　城南（宇治）支部
京都府宇治市広野町一里山65－３

　京都建物クレスビル401号（元

木司法書士事務所内）

①前職時に、何か手に職を付けた

いと思い、資格取得に興味を持ち、法律にも興

味があったため、司法書士を目指すこととなり

ました。

②相談を受けた際、どのような事について悩まれ

ているのかを適格に判断し、最適な解決方法を

提案できるよう、最善を尽くせる司法書士にな

りたいです。

③川の流れのように

④まだまだ勉強していくことは多いですが、自身

が描く司法書士像に一歩ずつでも着実に近づけ

るようがんばりたいと思ってます。どこかでお

会いした際は、よろしくお願いします。

1098

1097 
1100 

浦　垣　紀　夫

佐　藤　幸　子
三　浦　正　信

事務所所在地　洛南（伏見）支部
京都市伏見区深草西浦町４丁目36

番地（司法書士法人井上事務所）

①「予防法務」が業務に含まれる

との趣旨の、司法書士資格の案

内文を読んだことです。個々人・法人が独立し

た事務所を構えることができることも、魅力で

した。

②勉学を怠らないよう、心掛けます。

③基本を、重視すること。

事務所所在地　洛南（本局）支部
京都市下京区中堂寺前田町23番地

暑いときも寒いときも自転車で

走り回っています♭♭♭

でも、取引には着物で気合を入

れて！！！

皆さんよろしくお願いします。

事務所所在地　洛南（本局）支部
京都市下京区北不動堂町522－１

アンビエント京都駅前501中村方

①平成24年10月末東大阪簡易裁判

所判事を定年退官しました。退

官前に認定司法書士で次のステージをと考え特

認司法書士を希望したところ、本年３月22日法

務大臣の認定をいただき、５月22日京都司法書

士会への登録ができました。認定司法書士とし

ていくらかでも貢献できることがあればという

のが志望動機です。

②認定司法書士を目指していましたが、新人研修

等が終わっていなかったため司法書士会の研修

会に参加し、司法書士業務の多さに気づいたと

ころです。12月から新人研修等が始まるので、

来年から少しは仕事ができるかなと考えていま

す。認定司法書士以外のどの業務が自分に向い

ているのかを確認し、中心となる仕事を見つけ

④ご指導のほど、どうか宜しくお願い申し上げま

す。

1094 1095 堀　井　育　嵩 武　下　一　樹
事務所所在地　洛央支部
京都市中京区烏丸通六角下る七

観音町623番地（司法書士法人

F&Partners）

①私が司法書士という資格に興味

を持ったのは大学３回生の頃でした。友人が不

動産関係の資格取得を目指して勉強しており、

たまたま見せてもらった予備校のパンフレット

で初めて司法書士という資格を知りました。ど

のような仕事をするのかは全く知りませんでし

たが、「名前がかっこいい」というのが第一印象

でした。大学は法学部に在籍していたものの、

それまでろくに法律の勉強もせずに自堕落な生

活を送っていたので、「せっかく法学部に入った

のだから何かやってみよう」と予備校で勉強を

始めました。しかし、大学卒業単位の取得に四

苦八苦し、とても試験勉強どころではなく、最

初の試験はまさに「記念受験」となりました。

大学卒業後は工場現場で働いておりましたが、

資格取得をどうにも諦めきれずに一念発起し、

仕事を辞めました。貯金を予備校代に充てて勉

強に励み、平成24年度の試験になんとか合格す

ることができました。

②司法書士＝登記というのが世間一般で認知され

ている司法書士像かと思います。しかし、住宅

の新築件数の減少や資格者数の増加による価格

競争等で、もはや登記だけでは食っていけない

と、多くの先生方が新人研修でおっしゃってお

られました。登記を軸としながらも、比較的新

しい制度である簡裁代理業務や成年後見等、幅

広く対応できる力が求められていると感じます。

③特に意識しているものはありませんが、苦しい

ときは「なんとかなる」と自分に言い聞かせて

います。自己評価ではかなりの楽観主義者です。

④人見知りするタイプなので、研修等で見かけら

れた方は気軽に話しかけて下さい。どうぞ宜し

くお願いします。また、日を追うごとに寒さも

厳しくなってまいりましたので、会員の先輩諸

兄におかれましては、体調に気を配って頂き、

より一層業務に励んで頂ければと存じます。

事務所所在地　洛央支部
京都市中京区堺町通御池下る丸木

材木町671番地（多田司法書士事

務所）　　

皆様、はじめまして。本年５月

に登録いたしました、武下一樹（たけした　かずき）

と申します。「竹下」ではなく、珍しいほうの「武

下」です。

現在36歳で、カフェ好き、フィンランド好きです。

京都司法書士会館のすぐ近くに「ビブリオティッ

ク・ハロー」というカフェがありますが、あそこ

は特におすすめです。学生のころは趣味でバスケッ

トボールをしていました。性格はかなり穏やかな

ほうだと思います。そして、何事にも感動しやすく、

精神年齢が低いためか、友人からよく「少年のよ

うだ」と言われます。見た目の特徴は、やや広い

おでこと、ドイツ製のネジなし軽量メガネを装着

していることでしょうか。

なりたい職業が、漫画家→臨床心理士→気象予

報士と変遷してきましたが、後述のとおり司法書

士試験を目指すことになりました。４度目の挑戦

にしてようやく平成24年度の試験に合格し、今年

の５月から勤務司法書士として京都市内で働いて

おります。

試験に合格する前は、大阪の法律事務所で５年

ほど事務局（司法書士事務所でいうところの「補

助者」のこと）として働いていました。民事を中

心に様々な事件を担当し、法律職の面白さや難し

さ、それから弁護士の実態（笑）を知る良い機会

となりました。しかしその一方で、従たる地位で

ある事務局の限界点として、たとえば自分の名前

で仕事ができないとか、自分のやりたい仕事を取っ

てくることができない、といったことにぶつかる

ようになり、次第に自分の名前で責任ある仕事が

したいと考えるようになり、司法書士を志すよう

になりました。

今後のことはまだまだ暗中模索の状態ですが、

積極的に先輩方に交じって刺激を受け、いろいろ

な経験を積み重ねながら、焦らずに自分の道を切

り拓いてゆきたいと考えています。
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1106 1110 谷　口　博　司 相　原　秀　行
事務所所在地　丹後支部
京都府宮津市字中津698番地２

このたび、京都司法書士会に入

会させていただきました谷口博司

と申します。

本年３月に法務局を退職し、７月自宅にて開業

させていただくことになりました

長年培った登記の経験を生かし、司法書士として

信用、信頼を揺るがすことのないよう、業務に携

わっていきたいと思っておりますので皆様のご指

導、ご鞭撻のほどよろしくお願いします。

事務所所在地　洛央支部
京都市中京区西ノ京東中合町56番

地　パレット御池201号（西大路

司法書士法人）

①手に職をつけようと思ったこと

がきっかけです。それが良かったのか今でもよ

くわかりません。

②理想をもたずして過ごすことが理想です。荘子

をリスペクトしています。

③無為自然  多分人生は胡蝶之夢のようなものだと

思います。

④右も左もわからない新参者ですので、暖かい目

で見ていただけると幸いです。どうぞ宜しくお

願いします。

1111

1107

1108

1112

1109

1113

岡　村　泰　洋

仲　本　秀　臣

山　村　雅　広

柴　垣　誠　仁

山　本　　　志

川　村　真知子

事務所所在地　洛央支部
京都市中京区西ノ京東中合町56番

地　パレット御池201号（西大路

司法書士法人）

事務所所在地　洛北支部
京都市左京区一乗寺西閉川原町２

番地の５

①書店にてアルバイトしていた際

に、見つけた資格試験勉強の本

を見て。

②とにかく独立。

③現状維持、できる範囲で精一杯

④とにかく未熟者です。諸先輩方のご指導ご鞭撻

をよろしくお願いいたします。

事務所所在地　洛央支部
京都市中京区烏丸通二条下る秋

野々町529番地　ヒロセビル７階

（司法書士法人御池事務所）

事務所所在地　洛南（本局）支部
京都市南区上鳥羽岩ノ本町60番地

事務所所在地　洛央支部
京都市中京区烏丸通二条下る秋

野々町529番地　ヒロセビル７階

（司法書士法人御池事務所）

事務所所在地　洛央支部
京都市山科区竹鼻竹ノ街道町29番

地２　町塚ビル６階（やましな司

法書士事務所）

ようと考えています。

③座右の銘はありませんが、「自分が希望すること

は、そのために努力すれば必ずかなえられるも

のだ。」というのが座右の銘になると考えていま

す。

④司法書士業務の難しさを痛感しています。一人

での努力だけでは困難なことが多いので、助言

して頂ける方を探す必要があると思っています。

よろしくお願いします。

方のような司法書士になりたいです。

③ほどほどに。

④全くの別業界から来たということもあるためか、

全てが新しく、そして全てを楽しく感じられる

日々を過ごさせていただいております。これま

でにお会いさせて頂いた方、これからお会いさ

せて頂く方、どうぞ宜しくお願い致します。

1104

1101 

加　藤　俊　夫

内　田　光　人

事務所所在地　洛央支部
京都市中京区寺町通御池上る上本

能寺前町474番地　日宝御池ビル

３Ｆ－３（司法書士法人リーガル

パートナー）

事務所所在地　洛央支部
京都市中京区河原町通二条下る一

之船入町374番地（アソルティ河

原町二条ビル８階）

初めまして、平成23年度合格の

内田光人と申します。

司法書士法人絆で偉大な先生方に御指導いただ

きながら、日々業務に励んでおります。

趣味は読書（毎日、小説を読みます）、ＤＶＤ鑑

賞（週１回、主に邦画を観ます）、散歩（月２回、

桂川沿いを歩きます）、サイクリング（月１回、桂

川沿いを漕ぎます）、ビリヤード（年に２，３回、

友人や先輩と玉を撞きます）、麻雀（年１回、同級

生と卓を囲みます）です。

①法学部に入学したのに、全く勉強しなかった。

これではいかんと、法律系の資格を取ろうとし

たことがきっかけです。

②この人になら何でも相談したいと思わせる司法

書士

③気をつけなければ気がつかない

④皆様、よろしくお願いします。

1105

1102

加　川　深　加

村　田　光　史

事務所所在地　城南（木津）支部
京都府木津川市相楽台２丁目１番

地14

自分の人生をどげんかせんとい

かんと思う一方、なるようになる

さと周囲の意見やアドバイスもそんなの関係ねぇ

と突っぱねながらダラダラ過ごした大学生活。

どんだけぇ～と叫びながら突っ走り、司法書士

試験に合格したのが平成19年。

人生、倍返しだと意気込んでみたものの、じぇ

じぇじぇと驚きと落胆の日々。

いつやるの？今でしょ！と気合いを入れ直し、

お・も・て・な・し精神で仕事に取り組んでいこ

うと思い京都に登録をした平成25年。

流行りのものにはいつも乗り遅れているので言

葉だけは流行りのものを使ってみました。そんな、

加川深加です。よろしくお願いします。

事務所所在地　洛央支部
京都市中京区烏丸通三条上る場之

町592番地　メディナ烏丸御池３

Ｆ

①そこまで強いきっかけというも

のがなかったので、忘れてしまいました。

②これまでお会いさせて頂いた尊敬できる諸先輩

1103 有　吉　卓　也
事務所所在地　洛西支部
京都府向日市上植野町南開54番地

の１（京都コンサルタント司法事

務所）
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編　集　後　記

執筆いただいた先生方、お忙しい中本当にありがとうございました。また、鬼の原稿督促をしていただい
た広報部員の皆さま、ありがとうございました。変わる、という特集でしたが私は商法最後の受験でした。
登録して勤務してから、会社法での取扱いが分からず、四苦八苦。慣れたと思って独立したら、勤務時代の
ような仕事は皆無。代わりに会務が（笑…えない）。私の環境はずいぶんと変わりました。これからの変革の
波に乗り遅れないようにしたいです。

浅　井　　　健

お忙しい中原稿の執筆を快くお引き受けくださった皆様、ショシランガイドに原稿をご応募くださいまし
た皆様に心より感謝申し上げます。会報のみならず広報部の活動は多くの会員の皆様のご協力の上に成り立っ
ているということを忘れずに、これからも頑張っていきたいと思います。

岩　城　寿　英

初めて広報部に入り、会報の編集に携わりました。全くの最初から色々考えなければならず、こりゃ大変
だと思ったのが正直な感想です。ショシランのコーナーで、店を突撃訪問して取材するのには思いっきり緊
張しました。

松　本　　　尚

最近、ヨガとバレエを組み合わせた「バレトン」なるものにハマっています。週１回で、仕事などの都合
でなかなか行けないことも多いのですが、行くといい汗をかき、肩こりも解消されます。体育の授業って、
すごく大切だったんだなぁと痛感するこの頃です。いい気候になったら、山登りも再開したいです。楽しみ
です。お忙しい中、会報にご執筆下さいました皆様、本当にありがとうございました。

桝　中　祥　子

内輪向けの会報など何の意味があるんだろうという素朴な疑問をアタマに置きながら、広報部員の端くれ
として、（だいぶさぼってしまった結果）少しばかり編集作業に参加させて頂きました。しかし、出来上がっ
てきたものを読むと、この人はこういう活動してはるんや、こういうこと考えてるんやと普段は見えない皆
さんの一面が垣間見れて、とても興味深く、今更ながら会報の趣深さを感じている次第です。

松　田　義　浩

2014年のスタートから怒濤のように時間が過ぎ気がつけばもう３月…今年もあっというまに終わるような
感じが…４月からの増税、東京オリンピックの開催の決定など多様に変化する社会情勢の中で司法書士の存
在意義を外部に表現するため様々な活動が行われています。今回寄稿下さいました皆々様どうもありがとう
ございました。

堀　田　智　弘

本を読むことが大好きで、作文なんかもそれほど苦ではないのですが、紙面を一から作り上げていくとい
うのは作文とは全然違い大変ですね。今年度から初めて広報部に入ったのですが、ほとんど何もできないま
ま終わったという感じで…（汗）

氷　見　佑美子

広報部部長

広報部副部長

同

主 事

同

同

主 事

同

同

同

担 当 理 事

浅　井　　　健

岩　城　寿　英

松　本　　　尚

岩　見　貴　史

桝　中　祥　子

堀　田　智　弘

松　田　義　浩

伊　藤　美也子

氷　見　佑美子

豊　田　智　圭

武　田　則　昭

広報部名簿

1116 篭　原　徹　也
事務所所在地　城南（宇治）支部
京都府京田辺市東西神屋18番地の

３

①大学のゼミで司法制度改革につ

いて勉強する機会がありまし

た。その中で司法書士という職業を知り、興味

を持ちました。多様なバックグラウンドを持っ

た方々が司法書士として活躍されていること、

私もそのような方々と一緒に仕事がしてみたい

と思ったことがきっかけです。

②優しくて、強くて、能力のある司法書士。

③練習は本気、本番は遊び。

④はじめまして。篭原徹也（カゴハラテツヤ）と

申します。大学時代を過ごした京都で働けるこ

とを幸せに思います。やっぱり京都が好きです。

司法書士の資格がないとできない仕事だけでな

く、資格がなくてもできる仕事にも目を向けて

頑張っていきたいと思います。宜しくお願い致

します。

1115 

1114 

白　石　千　幸

天　野　麻　衣

事務所所在地　洛西支部
京都市西京区川島有栖川町147番地

　ラングエルベ鳥居102

平成25年10月より京都司法書士

会に入会致しました白石千幸で

す。

これまでは兵庫会に所属し、登記業務を主に行っ

ておりました。

今後はその他の業務にも積極的に取り組んでい

けるよう日々精進していきたいと思っております。

今後とも、ご指導ご鞭撻の程、よろしくお願い

いたします。

事務所所在地　洛央支部
京都市中京区烏丸通二条上る蒔絵

屋町263番地　京榮烏丸ビル２階
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